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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 

回次 第132期 第133期 第134期 第135期 第136期 

決算年月 平成12年３月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月

売上高 (百万円) 31,357 32,058 34,810 30,230 31,623

経常利益又は 
経常損失（△） 

(百万円) 130 △802 55 161 392

当期純利益又は 
当期純損失（△） 

(百万円) 47 △772 11 103 △371

純資産額 (百万円) 3,188 5,560 5,585 5,739 5,385

総資産額 (百万円) 26,664 38,295 36,417 34,213 34,462

１株当たり純資産額 (円) 66.69 116.29 116.84 120.18 112.81

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失（△） 

(円) 1.00 △16.15 0.24 2.16 △7.77

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 12.0 14.5 15.3 16.8 15.6

自己資本利益率 (％) 1.5 △17.7 0.2 1.8 △6.7

株価収益率 (倍) 147.00 ― 425.00 41.67 ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,524 △1,211 1,351 2,877 1,645

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,460 △1,628 △1,095 △1,223 △774

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △185 2,725 △278 △1,370 △788

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 1,181 1,169 1,220 1,490 1,547

従業員数 (人) 921 886 847 818 812

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 連結子会社ENSHU(USA)CORPORATIONは、決算期を３月より12月に変更したため、平成12年３月期の連結

会計年度における同社の対象期間は、平成11年４月より平成11年12月までの９ヶ月間となっております。 

３ 平成16年３月期において、在外子会社ENSHU(Thailand)Limitedを新たに連結の範囲に含めております。 

４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

５ 平成15年３月期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月

25日 企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 
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(2) 提出会社の経営指標等 

 

回次 第132期 第133期 第134期 第135期 第136期 

決算年月 平成12年３月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月

売上高 (百万円) 31,709 30,636 33,055 29,088 31,224

経常利益又は 
経常損失（△） 

(百万円) 41 △477 121 111 425

当期純利益又は 
当期純損失（△） 

(百万円) △69 △447 98 28 △469

資本金 (百万円) 2,390 2,390 2,390 2,390 2,390

発行済株式総数 (千株) 47,817 47,817 47,817 47,817 47,817

純資産額 (百万円) 3,281 6,018 6,085 6,179 5,719

総資産額 (百万円) 26,271 36,938 34,874 33,578 33,797

１株当たり純資産額 (円) 68.62 125.87 127.28 129.41 119.82

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

―

(―)

―

(―)

―

(―)

― 

(―)

―

(―)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失（△） 

(円) △1.45 △9.35 2.07 0.59 △9.83

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 12.5 16.3 17.4 18.4 16.9

自己資本利益率 (％) △2.1 △9.6 1.6 0.5 △7.9

株価収益率 (倍) ― ― 49.28 152.54 ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

従業員数 (人) 900 855 826 796 778

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 平成14年３月期より自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たりの各数値（配当額

は除く。）の計算については発行済株式数より自己株式数を控除して算出しております。 

４ 平成15年３月期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月

25日 企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

 



ファイル名:011_0083700101606.doc 更新日時:2004/06/27 2:23 印刷日時:04/06/27 2:39 

― 4 ― 

２ 【沿革】 

 

大正９年２月 初代社長喜多又蔵が鈴政式織機株式会社を設立して、織機の製造販売を開始 

  12年６月 遠州織機株式会社に商号変更 

昭和11年７月 工場が狭隘となり、現在地(浜松市高塚町)へ移転完了 

  12年10月 工作機械の製造を開始 

  28年８月 名古屋証券取引所に上場 

  33年10月 工作機械製造を再開 

  35年６月 遠州製作株式会社に商号変更 

  36年10月 東京、大阪、名古屋の各証券取引所市場第一部に上場 

  45年５月 遠州クロス株式会社を設立 

  46年４月 ユニワインド株式会社を設立 

  51年10月 事業の一部転換として、ヤマハ発動機株式会社の受託生産を開始 

  52年８月 繊維機械主要機種に関する営業を豊和工業株式会社に譲渡 

  54年４月 専用工作機械の製造販売を開始 

  55年12月 工作機械NC工場の竣工 

  56年８月 工作機械実験場の竣工 

  58年９月 工作機械マシニングセンタ組立工場の竣工 

平成元年６月 業務提携により株式会社ソディックの受託生産を開始 

  ３年７月 米国、イリノイ州に販売子会社ENSHU(USA)CORPORATION(現・連結子会社)を設立 

  ３年10月 遠州クロス株式会社及びユニワインド株式会社を吸収合併し、エンシュウ株式会社に商

号変更 

  ９年５月 タイ、バンコックに販売子会社ENSHU(Thailand)Limited(現・連結子会社)を設立 

  10年11月 ドイツ、ランゲンに販売子会社ENSHU GmbH(現・連結子会社)を設立 

  10年11月 品質マネジメントシステムＩＳＯ９００１を全社認証取得 

  15年９月 ENSHU(Thailand)Limitedがタイ、バンコックに合弁会社BANGKOK ENSHU MACHINERY 

Co.,Ltd.を設立 

  15年12月 環境マネジメントシステムＩＳＯ１４００１を浜北工場が認証取得 
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３ 【事業の内容】 

当社の企業集団は、当社、子会社４社及び関連会社２社で構成され、工作機械並びに輸送機器関連

部品の製造販売を主な事業内容とし、さらに各事業に関連するその他のサービス等の事業活動を展開

しております。 

当社グループの事業に係わる位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであり

ます。 

 

工作機械関連事業 

当 社 に て 製 造 販 売 す る ほ か 、 連 結 子 会 社 ENSHU(USA)CORPORATION 、 ENSHU GmbH 並 び に

ENSHU(Thailand)Limitedにて販売を行い、また関連会社BANGKOK ENSHU MACHINERY Co.,Ltd.にて製

造、販売サポート業務を行っております。 

 

輸送機器他関連事業 

当社にて輸送機器関連部品の受託加工を主に行っております。 

 

事業の系統図は次のとおりであります。 

 

 

(注) 関連会社、遠州建設㈱は持分法適用会社であります。また、関連会社BANGKOK ENSHU MACHINERY Co.,Ltd. 

   は持分法非適用会社であります。 
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４ 【関係会社の状況】 

 

名称 住所 資本金 
主要な事業 
の内容 

議決権の所有
(又は被所有)
割合(％) 

関係内容 

(連結子会社)    

ENSHU(USA)CORPORATION 
＊1,2 

米国 
イリノイ州 

2,302千米ドル
工作機械関連
事業 

100.0
当社工作機械の販売・保守サービス 
役員の兼任１名 

ENSHU GmbH 
＊1 

ドイツ 
ランゲン 

511千ユーロ
工作機械関連
事業 

100.0
当社工作機械の販売・保守サービス 
役員の兼任２名 

ENSHU(Thailand)Limited 
＊1 

タイ 
バンコック 

5,000千バーツ
工作機械関連
事業 

92.0
当社工作機械の販売・保守サービス 
役員の兼任１名 

(持分法適用関連会社)    

遠州建設㈱ 静岡県浜松市 40百万円
建築設計及び
工事 
不動産 

33.0 当社建物設備の建築・営繕工事の請負

(注) １ ＊１主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ ＊２特定子会社であります。 

３ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

 

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成16年３月31日現在 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人) 

工作機械関連事業 492 

輸送機器他関連事業 281 

全社(共通) 39 

合計 812 

(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへ

の出向者を含む就業人員数であります。 

２ 全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属して

いるものであります。 

 

(2) 提出会社の状況 

平成16年３月31日現在 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

778 43.3 21.8 5,244

(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

 

(3) 労働組合の状況 

提出会社の労働組合は、エンシュウ労働組合と称し、単一の組織であり産業別労働組合ジェイ・

エイ・エムに加盟しております。 

平成16年３月31日現在の組合員数は678人であります。 

その他特記すべき事項はありません。 



ファイル名:020_0083700101606.doc 更新日時:2004/06/27 2:23 印刷日時:04/06/27 2:39 

― 7 ― 

第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、株式市場の回復、輸出や設備投資の増加など景気回復の

兆しが見られるものの、一方で、高止まりしている失業率や消費マインドの冷え込み等もあって、

本格的な回復には至っておらず、総じて厳しい経営環境の中で推移しました 

このような情勢の中で、当社は顧客ニーズに応え得る新製品開発・生産コストの削減を推進する

とともに、国内外に積極的な販売活動を展開してまいりました。その結果、連結売上高は工作機械

関連事業部門の増加により31,623百万円と前年同期比1,393百万円（4.6％）の増収となりまし

た。損益面におきましては、厚生年金基金代行部分の返上により退職給付費用が低減し

たこともあり、営業利益は838百万円と前年同期比281百万円（50.4％）、経常利益は392百万円と

前年同期比231百万円（143.5％）の大幅な増益となりましたが、一方、特別損失の発生によ

り当期損益は当期純損失371百万円（前年同期は103百万円の当期純利益）となりました 

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

工作機械関連事業部門におきましては、国内では、主要な顧客であります自動車業界の設備投

資は一服感がみられるものの、水準は高く、総じて堅調に推移しました。一方、海外ではアジア

が好調であり、米国においても持ち直しの感が見られるものの、欧州は終始低調の状態が続きま

した。そのような中で、当社の強みであるシステム製品を中心に積極的な営業活動を展開し、国

内においては自動車業界を中心に、海外は販売子会社を核として拡販に努めてまいりました。こ

の結果、当部門の売上高は14,781百万円と前年同期比1,990百万円（15.6％）の増収となり、

営業利益は194百万円と前年同期比122百万円（172.5％）の増益となりました。 

輸送機器他関連事業部門におきましては、バギー車用エンジン部品及び船舶用エンジン部品の

生産の減少により、当部門の売上高は16,841百万円と前年同期比597百万円（3.4％）の減収

となりましたが、採算面では新規製品の取り入れやＴＰＭ活動をベースとした工場改善による原

価低減の効果により、営業利益は659百万円と前年同期比138百万円（26.5％）の増益となりまし

た。 

 

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

日本…当地域におきましては、売上高は工作機械関連事業部門の増加により、29,821百万

円と前年同期比2,332百万円（8.5％）の増収となりました。損益面におきましては工作機械関連

事業部門の売上増加、及び輸送機器他関連事業部門の原価低減効果等により、営業利益は879百

万円と前年同期比379百万円（76.0％）の増益となりました。 

日本以外の地域…海外におきましては米国及び欧州の販売子会社の不振により、この地域の売

上高は1,802百万円と前年同期比938百万円（34.2％）の減収となりましたが、費用削減により営

業損失は44百万円（前年同期は75百万円の営業損失）と前年同期に比較して損失額が圧縮さ

れております。なお、当連結会計年度よりENSHU(Thailand)Limitedを連結範囲に含めて

おります。 
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(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という。) は、営業活動

において1,645百万円の増加となり、投資活動及び財務活動による減少を差し引いた結果、当連

結会計年度末には1,547百万円と前年同期比56百万円（3.8％）増加しました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金は、税金等調整前当期純損失の計上及び売上債権の増加等はありました

が、退職給付引当金の増加、たな卸資産の圧縮、減価償却費等により1,645百万円（前年同

期比42.8％減)の増加となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果減少した資金は774百万円（前年同期比36.7％減)となりました。これは主

に、輸送機器他関連事業部門及び工作機械関連事業部門での設備投資によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果減少した資金は788百万円（前年同期比42.4％減)となりました。これは主

に、借入金の減少によるものであります。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 
 

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

工作機械関連事業 14,184 ＋26.0

輸送機器他関連事業 16,760 △3.4

合計 30,945 ＋8.2

(注) １ 金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含んでおりません。 

 

(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 
 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

工作機械関連事業 15,713 ＋11.5 8,441 ＋12.4

輸送機器他関連事業 17,755 ＋4.6 6,151 ＋17.4

合計 33,468 ＋7.7 14,593 ＋14.5

(注) １ セグメント間の取引については、相殺消去をしております。 

２ 受注見込生産によるものを含んでおります。 

３ 上記の金額には、消費税等は含んでおりません。 

 

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 
 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

工作機械関連事業 14,781 ＋15.6

輸送機器他関連事業 16,841 △3.4

合計 31,623 ＋4.6

(注) １ セグメント間の取引については、相殺消去をしております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含んでおりません。 

３ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 
 

前連結会計年度 当連結会計年度 
相手先 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

ヤマハ発動機㈱ 13,439 44.5 12,112 38.3

ヤマハマリン㈱ 3,192 10.6 3,416 10.8
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３ 【対処すべき課題】 

今後も予断を許さない経営環境が予想される中、収益力の向上に向けたさらなる企業体質強化が求

められております。当社といたしましては、メーカーとして“モノづくり”の原点に戻り、徹底した

改革を図ってまいります。また、財務体質の強化や新規事業の拡大にも取り組んでまいります。 

工作機械関連事業部門におきましては、堅調な受注状況のなか、厳しい価格競争や納期要求さらに

は原材料費の上昇に対処するため、システム製品を中心に顧客満足を実現する提案力を強化し、また

低価格・高信頼性・短納期の顧客ニーズに合った製品の提供により、受注・売上の拡大を図ってまい

ります。海外では、販売子会社を中心に拡販を推進し、特に東南アジアについては、サービス体制を

含めた強化を図ってまいります。また、新事業については、高出力半導体レーザー溶接機の販売拡大

を推し進めてまいります。 

一方、輸送機器他関連事業部門におきましては、海外自製化による仕事量の減少、競合のグローバ

ル化等によるコスト競争の激化などの環境は一層の厳しさを増しております。新規事業の取り入れの

ため営業力強化を図ると共に、ＴＰＭ活動をベースとした工場改善・原価低減をより進めてまいりま

す。 

その他、製造業を支える「人づくり」のための人材育成、環境問題への対応、財務体質強化のため

の借入金圧縮等について取り組んでまいります。 

 

４ 【事業等のリスク】 

当社グループの経営成績、株価及び財務状況に影響を及ぼす可能性のあるリスクは以下のようなも

のがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は有価証券報告書提出日（平成16年６月29日）現在において

当社グループが判断したものであります。 

(1) 景気変動によるリスク 

当社グループの工作機械関連事業の受注は顧客の設備投資活動に直接結びついているため、景況

に対して極めて敏感であり、民間設備投資の増減、特に当社グループの主要顧客である自動車業界

の設備投資の影響を大きく受けます。また、好況時と不況時の変動率も大きく、不況時は需給関係

により販売価格が低下する傾向にあります。自動車業界の設備投資は現在堅調に推移しており、今

後もグローバルな国際競争力強化のための投資活発化、環境対応投資等により引き続き堅調に推移

するものと思われますが自動車業界の設備投資の動向は当社グループの業績に影響を与える可能性

があります。 

(2) 特定取引先への依存のリスク 

当社グループの輸送用機器関連事業においてはヤマハ発動機株式会社及び同社の子会社であるヤ

マハマリン株式会社への売上（受託加工）依存度が高い割合となっています。当社グループとヤマ

ハ発動機株式会社とは28年間の取引関係があり、また当社グループの主要株主でもありますので極

めて緊密な関係にあります。今後もこれまでの取引関係を維持し発展させていきますが、同社の事

業方針により当社グループの業績に強い影響を与える可能性があります。 

両社への最近の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 
 

平成14年3月期 平成15年3月期 平16年3月期 
相手先 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

ヤマハ発動機㈱ 11,986 34.4 13,439 44.5 12,112 38.3

ヤマハマリン㈱ 3,408 9.8 3,192 10.6 3,416 10.8
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(3) 為替レートの変動によるリスク 

当社グループの工作機械関連事業部門においては、海外販売子会社を中心に製品を海外に販売し

ており、海外売上高比率は平成14年3月期16.3%、平成15年3月期22.2%、平成16年3月期22.5%と増加

傾向にあります。また、決済は円建もありますが主にはUS$建及びEUR建となっており、為替レート

の変動によるリスクを有しております。円建取引の増加や必要に応じて為替予約をすることにより

影響を少なくするよう努力しておりますが、大幅な為替レートの変動は当社グループの業績に影響

を与える可能性があります。 

(4) 金利情勢によるリスク 

当社グループの借入金依存度（借入金の総資産に対する割合）は平成14年３月期50.0%、平成15年

３月期49.3%、平成16年３月期46.6%と高い水準にあります。当社グループでは将来の金利の変動に

よるリスク回避を目的として、金利スワップ等により借入金全体の33.7%について固定金利としてお

ります。借入金依存度は減少傾向にはありますが、借入金の借換時及び新規の資金調達に関しては

金利情勢の影響を受け、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

(5) 競合によるリスク 

当社グループの工作機械関連事業は競合するメーカーが多く、価格競争により販売価格が低下す

る傾向にあります。特に汎用工作機械分野では価格競争が激しく、販売価格の低下傾向が顕著であ

ります。当社グループでは汎用工作機械分野から当社グループの得意とする、また、シェアの高い

システム製品分野に特化してまいりました。しかしながら需給関係によっては競合メーカーとの価

格競争で販売価格が低下し、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

 

５ 【経営上の重要な契約等】 

(1) 平成10年２月13日付契約に基づく、当社と財団法人民間都市開発推進機構との土地売買取引に伴

って、平成10年12月15日付で当社と同機構との間には、売買契約日より９年を経過した後、同機構

より買い取りの請求があった場合、当社が当該土地を譲り受ける旨の協定書を締結しております。 

 

(2) 当社が技術供与をしている契約 

 

相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

株式会社南北 韓国 E―130型マシニングセンタ
製造に関する技術及び販売
契約(更新) 

平成14年３月４日から 
平成17年３月３日まで 

(注) 上記の技術供与契約においては、ロイヤルティとして売上高の一定率を受けとっております。 
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６ 【研究開発活動】 

当社グループでは、市場のニーズを先取りし、「高付加価値製品の開発と提供」を目指して、新製

品、新技術、新商品の開発に向け研究開発活動を進めております。 

なお、当社グループにおいては、研究開発活動は提出会社のみが行い、輸送機器他関連事業部門に

ついては行っておりません。 

工作機械関連事業部門におきましては、主要課題として価格競争力のある小型立・横マシニングセ

ンタの開発、高出力半導体レーザーを使った溶接システムの商品化、光技術を応用した医療機器等の

商品化等に取り組んでおります。当連結会計年度においては、半導体レーザーを搭載した「高出力半

導体レーザー溶接システムＬ１」を平成15年６月に発表いたしました。また、システム製品の市場競

争力の向上を図った小型マシニングセンタシリーズ、より小型で高精度な加工を目指したハイブリッ

ドリニアマシニングセンタの開発を進め、新事業分野においては高出力半導体プラスチック溶着シス

テム、高出力半導体レーザー溶接システムの周辺装置などの研究・開発を進めております。 

なお、当連結会計年度における研究開発費は204百万円であります。 

 

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は有価証券報告者提出日（平成16年６月29日）現在において当社グ

ループが判断したものであります。 

(1) 財政状態 

当連結会計年度（以下「当期」という）末の総資産は、前連結会計年度（以下「前期」という）

末比248百万円（0.7%）増加し、34,462百万円となりました。このうち、流動資産は同16百万円

（0.1%）増加の20,460百万円、固定資産は同232百万円（1.7%）増加の14,001百万円となりました。 

流動資産のうち、増加した主なものは受取手形及び売掛金であり、これは売上の増加に伴うもの

であります。固定資産のうち、有形固定資産については償却額が高水準にあり、前期末比238百万円

（1.8%）減少の12,729百万円なりました。投資その他の資産は、前期末比473百万円（61.7%）増加

の1,239百万円となり、この主な要因は厚生年金基金の代行部分返上に伴い発生した退職給付費用に

係る繰延税金資産であります。 

当期末の負債は、前期末比598百万円（2.1%）増加し、29,072百万円となりました。このうち、流

動負債は同2,079百万円（12.6%）増加の18,623百万円、固定負債は同1,481百万円（12.4%）減少の

10,449百万円となりました。 

負債のうち、借入金（短期借入金及び長期借入金）は前期末比785百万円（4.7%）減少の16,065百

万円となりました。これは財務体質改善のため借入金の圧縮を図っていることによるもので、概ね

計画通りの返済状況となっております。また、固定負債のうち、退職給付引当金の増額は厚生年金

基金の代行部分返上の伴い発生した退職給付費用を主な要因としております。 

当期末の資本合計は、当期純損失の計上により前期末比353百万円（6.2%）減少し、5,385百万円

となりました。この結果、利益剰余金が341百万円減少し、当期末の利益剰余金は△1,007百万円と

なりました。これについては、今後３ケ年にかかる中期経営計画の中での解消を目指しております。 

(2) 経営成績 

当連結会計年度（以下「当期」という）の売上は堅調な設備投資需要により、前連結会計年度

（以下「前期」という）比1,393百万円（4.6%）増加し、31,623百万円となりました。また、受注高

は同2,395百万円（7.7%）増加し33,468百万円、受注残高は同1,845百万円（14.5%）増加し14,593百

万円となりました。 

当期の売上総利益は3,378百万円となり、前期比419百万円（14.2%）増加しました。これは売上の

増加及び原価低減の効果を主な要因とするものであります。また、営業利益は同281百万円

（50.4%）増加し838百万円となり、売上高営業利益率は2.7%と、前期比0.9ポイント上昇いたしまし

た。 
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営業外収益より営業外費用を差し引いた純額は446百万円の費用計上となりました。この主な内容

は支払利息及び為替差損によるものであります。この結果、当期の経常利益は前期比231百万円

（143.5%）増加し、392百万円となりましたが、厚生年金基金の代行部分返上に伴い発生した特別損

失等により最終損益は371百万円の当期純損失となっております。 

なお、当期中において筆頭株主が株式会社ソディックよりヤマハ発動機株式会社に異動がありま

したが、この異動に伴う経営成績への影響は軽微であります。 

 

事業別の売上、営業利益の概況については、第２「事業の状況」に記載しております。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループでは設備投資については合理化、省力化並びに生産設備の増強を図るため、主として

提出会社において行っております。当連結会計年度中に実施した設備投資額は1,005百万円で、主要な

ものは本社及び工場での機械装置等であります。 

工作機械関連事業部門においては設備の更新、合理化のため414百万円の設備投資を実施しました。 

輸送機器他関連事業部門においては設備の増設、更新のため590百万円の設備投資を実施しました。 

また、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

 

２ 【主要な設備の状況】 

平成16年３月31日現在における当社グループの主要な設備は、次のとおりであります。 

(1) 提出会社 

 

帳簿価額(百万円) 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 

名称 
設備の内容 

建物 
及び構築物

機械装置
及び運搬具

土地 
(面積千㎡)

その他 合計 

従業員数
(人) 

本社及び工場 
(静岡県浜松市) 

工作機械関
連事業 
輸送機器他
関連事業 

工作機械・
輸送機器生
産設備 

1,397 3,702
4,255
(98)

308 9,663 475

浜北工場 
(静岡県浜北市) 

工作機械関
連事業 

工作機械生
産設備 

521 571
1,661
(56)

35 2,790 292

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品であり、建設仮勘定を除いた有形固定資産を帳簿価額

で示してあります。 

２ 上記中、本社及び工場の建物、構築物、機械装置及びその他には賃貸中のもの355百万円を含み、その

主なものは西友㈱への賃貸用建物であります。 

３ 上記の他の連結会社以外からの主要なリース設備の内容は、下記のとおりであります。 

 

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容 
年間リース料
(百万円) 

リース契約 
残高(百万円) 

本社及び工場 
(静岡県浜松市)

輸送機器他関連
事業 

輸送機器生産設備 47 124 

 

(2) 在外子会社 

在外子会社においては販売会社であり、主要な設備に該当するもの及び主要な賃借若しくは賃貸

している設備に該当するものはありません。 
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３ 【設備の新設、除却等の計画】 

平成16年３月31日現在において実施並びに計画している主な設備の新設、改修の状況は次のとおり

であります。 

 

(1) 重要な設備の新設、改修等 

 

投資予定金額 着手及び完了予定
会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 
総額 

(百万円)
既支払額
(百万円)

資金調達方法 

着手 完了 

提出会社 
本社及び 

  工場 

静岡県 
浜松市 

輸送機器他 
関連事業 

輸送機器製造用設備
増設、改修 

578 0 自己資金 
平成16年 
２月 

平成16年
10月 

(注) １ 上記設備計画の完成により生産能力は若干の増加を見込んでおります。 

２ 消費税等は含んでおりません。 

 

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

 

② 【発行済株式】 

 

種類 
事業年度末現在発行数(株) 

(平成16年３月31日) 
提出日現在発行数(株) 
(平成16年６月29日) 

上場証券取引所名又 
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 47,817,000 同左 
東京証券取引所 
名古屋証券取引所 
各市場第一部 

（注） 

計 47,817,000 同左 ― ― 

(注) 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
 

(百万円) 

資本金残高
 

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成11年６月29日 
(注) 

― 47,817 ― 2,390 △214 803

(注) 欠損てん補による繰入 
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(4) 【所有者別状況】 

平成16年３月31日現在 

株式の状況(１単元の株式数1,000株) 

区分 政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社
その他の
法人 

外国 
法人等

外国法人
等のうち
個人 

個人 
その他 

計 

単元未満
株式の状況

(株) 

株主数 
(人) 

― 38 41 152 20 1 5,046 5,297 ―

所有株式数 
(単元) 

― 12,581 2,186 10,244 283 7 21,821 47,115 702,000

所有株式数 
の割合(％) 

― 26.70 4.64 21.74 0.60 0.01 46.32 100.00 ―

(注) １ 自己株式87,271株は、「個人その他」に87単元及び「単元未満株式の状況」に271株含めて記載してあ

ります。なお、自己株式87,271株は、株主名簿記載上の株式数であり平成16年３月31日現在の実保有残

高は80,271株であります。 

２ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が42単元含まれております。 

 

(5) 【大株主の状況】 

平成16年３月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ヤマハ発動機株式会社 静岡県磐田市新貝2500番地 4,892 10.23

エンシュウ取引先持株会 静岡県浜松市高塚町4888番地 3,514 7.35

浜松ホトニクス株式会社 静岡県浜松市市野町1126番地の１ 2,000 4.18

日本証券金融株式会社 
東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番 
10号 

1,975 4.13

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 1,638 3.43

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 1,572 3.29

株式会社りそな銀行 
大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番 
１号 

1,429 2.99

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 1,363 2.85

日本生命保険相互会社 
大阪府大阪市中央区今橋三丁目５番 
12号 

1,199 2.51

明治安田生命保険相互会社 東京都新宿区西新宿一丁目９番１号 1,197 2.50

計 ― 20,781 43.46

(注) １ みずほ信託銀行株式会社の所有株式数には、信託業務に係る株式183千株が含まれております。 

２ 前事業年度末現在主要株主であった株式会社ソディックは、当年度末では主要株主でなくなりました。 

３ 株式数は千株未満を切り捨てて表示してあります。 
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(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成16年３月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

（自己保有株式） 
完全議決権株式（自己株式等） 

普通株式 80,000
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 47,035,000 47,035 ― 

単元未満株式 普通株式 702,000 ― ― 

発行済株式総数  47,817,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 47,035 ― 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が42,000株(議決権42個)

含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式271株が含まれております。 

 

② 【自己株式等】 

平成16年３月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数

(株) 

他人名義
所有株式数

(株) 

所有株式数
の合計(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
エンシュウ株式会社 

静岡県浜松市 
     高塚町4888番地 

80,000 ― 80,000 0.17

計 ― 80,000 ― 80,000 0.17

(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が7,000株(議決権7個)あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の中に含まれております。 

 

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 
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２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

 

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の

状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 
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３ 【配当政策】 

当社は配当につきましては、業績と財政状態に応じて、安定的に継続して利益還元を行なうことを

原則としております。 

当期につきましては、業績及び累積損失の状況等を勘案し、誠に遺憾ではありますが、見送りとさ

せていただきました。 

 

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 

回次 第132期 第133期 第134期 第135期 第136期 

決算年月 平成12年３月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 

最高(円) 279 235 200 143 308

最低(円) 112 124 55 71 88

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所(市場第一部)におけるものであります。 

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 

月別 平成15年10月 11月 12月 平成16年１月 ２月 ３月 

最高(円) 275 249 202 222 204 230

最低(円) 197 164 132 172 172 184

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所(市場第一部)におけるものであります。 
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 ５ 【役員の状況】 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
(千株) 

昭和38年４月 当社入社 

平成元年４月 技術本部長兼設計部長 

平成元年６月 取締役技術本部長兼設計部長就任 

平成３年６月 常務取締役技術本部長就任 

平成５年４月 常務取締役工作機械事業部長就任 

平成６年６月 専務取締役工作機械事業部長就任 

平成７年４月 代表取締役社長就任(現任) 

平成９年５月 ENSHU(Thailand)Limited取締役就

任(現任) 

取締役社長 
 

代表取締役 
― 寺 田 一 彦 昭和15年７月18日生

平成14年３月 ENSHU GmbH取締役就任(現任) 

82

昭和45年４月 当社入社 

平成10年４月 機器事業部副事業部長兼製造部長 

平成10年６月 取締役機器事業部長兼製造部長就

任 

平成11年10月 取締役国際営業部長就任 

平成12年４月 ENSHU(USA)CORPORATION取締役就

任 

平成12年６月 常務取締役営業部長就任 

平成13年４月 常務取締役工作機械統括就任 

平成14年３月 ENSHU GmbH取締役就任 

平成15年４月 常務取締役工作機械技術・生産本

部統括就任 

常務取締役 

工作機械 
利益管理室 
担当兼 
技術部担当 

加 茂 只 文 昭和22年11月２日生

平成16年６月 常務取締役工作機械利益管理室担

当兼技術部担当就任（現任） 

31

昭和46年４月 当社入社 

平成９年４月 工作機械事業部国際部長 

平成10年６月 取締役工作機械事業部国際部長就

任 

平成11年10月 取締役製造部長兼機器事業部長就

任 

平成12年６月 常務取締役機器事業部長就任 

平成13年２月 ENSHU(USA)CORPORATION会長就任 

(現任) 

平成13年４月 常務取締役機器事業部長兼技術部

長就任 

平成15年４月 常務取締役工作機械営業・事業開

発本部統括兼機器事業部統括就任 

平成15年11月 ENSHU GmbH取締役就任(現任) 

常務取締役 

光関連事業部 
担当兼 
キャリアセン
ター担当 

中 安 茂 夫 昭和22年12月29日生

平成16年６月 常務取締役光関連事業部担当兼キ

ャリアセンター担当就任（現任） 

35

昭和46年４月 当社入社 

平成10年４月 企画管理部経営企画室部長兼経理

グループ部長 

平成10年６月 取締役経営企画室長兼経理グルー

プ部長就任 

平成12年６月 常務取締役企画管理部長就任 

平成15年４月 常務取締役企画管理部統括就任 

常務取締役 
企画財務部 
担当 

千 賀 伸 一 昭和23年５月30日生

平成16年６月 常務取締役企画財務部担当就任

(現任) 

34

昭和46年４月 当社入社 

平成13年２月 機器事業部副事業部長兼製造グル

ープ長 

平成15年４月 機器事業部長(理事)兼品質保証グ

ループ長 

取締役 機器事業部長 安 田 俊 二 昭和23年８月30日生

平成15年６月 取締役機器事業部長就任(現任) 

15
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
(千株) 

昭和47年４月 ㈱富士銀行(現㈱みずほコーポレ

ート銀行)入行 

平成８年７月 同行検査部検査役 

平成13年12月 当社出向社長付顧問 

平成14年12月 当社入社企画管理部経営企画室長

(部長) 

平成15年４月 工作機械技術・生産本部製造部長 

平成15年６月 取締役工作機械技術・生産本部製

造部長就任 

取締役 
工作機械 
製造部長 

横 山 晴 臣 昭和24年２月11日生

平成16年６月 取締役工作機械製造部長就任(現

任) 

2

昭和54年４月 ㈱協和銀行(現㈱りそな銀行)入行 

平成11年11月 同行赤門通支店支店長 

平成13年12月 当社出向社長付顧問 

平成14年10月 当社工作機械営業部長 

平成15年４月 当社工作機械営業・事業開発本部

営業部長 

平成15年６月 取締役企画管理部総務部長就任 

取締役 総務部長 中 村 泰 之 昭和31年11月23日生

平成16年６月 取締役総務部長就任(現任) 

2

昭和49年４月 遠州クロス㈱入社 

平成12年４月 当社営業部営業技術グループ長

（部長） 

平成15年６月 工作機械営業・事業開発本部営業
部長（理事） 

取締役 

工作機械 
営業部長兼 
光関連事業部 
ＰＭＴ営業グ
ループ長 

小 木 国 典 昭和26年４月21日生

平成16年６月 取締役工作機械営業部長兼光関連

事業部ＰＭＴ営業グループ長就任

(現任) 

5

昭和52年６月 ヤマハ発動機㈱入社 

平成９年10月 同社モーターサイクル事業本部企

画室長 

平成12年４月 同社マリン事業本部マリンエンジ

ン事業部企画室長 

平成15年１月 同社ＭＥ（マリンエンジン）カン

パニー企画室長(現任) 

取締役 ― 中 山 義 人 昭和22年４月14日生

平成16年６月 当社取締役就任(現任) 

―

昭和46年４月 当社入社 

平成12年４月 企画管理部総務グループ長(部長) 常勤監査役 ― 松 山 美 廣 昭和23年９月27日生

平成15年６月 当社常勤監査役就任(現任) 

10

昭和51年４月 静岡県弁護士会登録 

昭和63年４月 静岡県弁護士会副会長 監査役 ― 石 塚   尚 昭和18年11月５日生

平成９年６月 当社監査役就任(現任) 

―

昭和53年７月 税理士登録 
監査役 ― 鈴 木 芳 男 昭和23年３月25日生

平成14年６月 当社監査役就任(現任) 
―

昭和40年３月 浜松テレビ㈱（現浜松ホトニクス

㈱）入社 

平成２年２月 同社中央研究所長代理兼研究主幹

(現任) 

平成15年５月 同社理事(現任) 

監査役 ― 土   屋   裕 昭和17年３月22日生

平成16年６月 当社監査役就任(現任) 

―

計 216

(注) １ 監査役石塚 尚、鈴木 芳男、土屋 裕は、商法特例法第18条第１項に定める社外監査役であります。 

２ 取締役中山 義人は、商法第188条第２項第７号ノ２に定める社外取締役であります。 

３ 所有株式数は千株未満を切り捨てて表示してあります。 
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は、コーポレート・ガバナンスについて、経営の透明性、法令遵守の徹底、経営環境の変化に

迅速に対応できる組織体制と株主重視の公正な経営システムを構築・維持改善していくことを重要な

経営課題の一つとして認識しております。 

(1) 会社の機関の内容及び内部統制の状況 

当社は監査役制度を採用しております。当社の取締役は９名で、うち１名は社外取締役でありま

す。取締役会は原則として月１回開催し、重要事項の決定、業務執行状況の監督を行っております。

また、常勤役員による常務会を随時開催し、意思決定の迅速化、情報の共有を図っております。 

当社の監査役は４名であります。うち３名は社外監査役であり、社外取締役と共に社外からの経

営監視機能の強化を図っております。常勤監査役は、各種の会議に出席し事業展開の状況を詳細に

把握・監視すると共に、原則として月１回開催される監査役会にて報告を行い、経営へのチェック

を行っております。 

また、当社は会計監査を中央青山監査法人に委託しております。 

(2) 役員報酬の内容 

当社の取締役に支払った報酬は65百万円であり、監査役に支払った報酬は24百万円であります。

なお、使用人兼務取締役の使用人給与相当額（賞与を含む）17百万円を別枠にて支給しております。 

(3) 監査報酬の内容 

当社より中央青山監査法人への監査報酬は監査契約に基づく18百万円であり、その他に支払った

ものはありません。 
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第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵

省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度（平成14年４月１日から平成15年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸

表規則に基づき、当連結会計年度(平成15年４月１日から平成16年３月31日まで)は、改正後の連結

財務諸表規則に基づいて作成しております。 

また、当連結会計年度(平成15年４月１日から平成16年３月31日まで)は、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５

号)附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第

59号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成14年４月１日から平成15年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に

基づき、当事業年度(平成15年４月１日から平成16年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に

基づいて作成しております。 

また、当事業年度(平成15年４月１日から平成16年３月31日まで)は、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附

則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成14年４月１日から平成15年

３月31日まで)及び前事業年度(平成14年４月１日から平成15年３月31日まで)並びに当連結会計年度

(平成15年４月１日から平成16年３月31日まで)及び当事業年度(平成15年４月１日から平成16年３月31

日まで)に係る連結財務諸表及び財務諸表について、中央青山監査法人により監査を受けております。 
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１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

 

  
前連結会計年度 

(平成15年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金 ※３ 2,140  2,197

２ 受取手形及び売掛金  8,150  8,665

３ 有価証券  107  76

４ たな卸資産  9,668  9,013

５ 繰延税金資産  256  394

６ その他  144  137

貸倒引当金  △23  △25

流動資産合計  20,444 59.8  20,460 59.4

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産 ※１  

(1) 建物及び構築物 ※３ 1,905  1,918

(2) 機械装置及び運搬具 ※３ 4,257  4,151

(3) 土地 ※3,7 5,933  5,919

(4) 建設仮勘定  534  376

(5) その他  337  363

有形固定資産合計  12,968 37.9  12,729 36.9

２ 無形固定資産  34 0.1  32 0.1

３ 投資その他の資産   

(1) 投資有価証券 ※２ 231  241

(2) 繰延税金資産  323  760

(3) その他 ※２ 232  255

貸倒引当金  △21  △17

投資その他の資産合計  766 2.2  1,239 3.6

固定資産合計  13,769 40.2  14,001 40.6

資産合計  34,213 100.0  34,462 100.0
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前連結会計年度 

(平成15年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１ 支払手形及び買掛金  6,281  6,322

２ 短期借入金  8,570  10,337

３ 未払法人税等  277  262

４ 賞与引当金  380  430

５ その他  1,034  1,270

流動負債合計  16,544 48.3  18,623 54.1

Ⅱ 固定負債   

１ 長期借入金  8,280  5,727

２ 再評価に係る 
繰延税金負債 

※７ 2,146  2,141

３ 退職給付引当金  1,112  2,209

４ その他  390  370

固定負債合計  11,930 34.9  10,449 30.3

負債合計  28,474 83.2  29,072 84.4

   

(少数株主持分)   

少数株主持分  ― ―  3 0.0

   

(資本の部)   

Ⅰ 資本金  2,390 7.0  2,390 7.0

Ⅱ 資本剰余金  803 2.3  803 2.3

Ⅲ 利益剰余金  △665 △1.9  △1,007 △2.9

Ⅳ 土地再評価差額金 ※７ 3,260 9.5  3,252 9.4

Ⅴ その他有価証券評価差額金  △36 △0.1  △23 △0.1

Ⅵ 為替換算調整勘定  △8 △0.0  △21 △0.1

Ⅶ 自己株式 ※６ △5 △0.0  △8 △0.0

資本合計  5,739 16.8  5,385 15.6

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 34,213 100.0  34,462 100.0
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② 【連結損益計算書】 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高  30,230 100.0  31,623 100.0

Ⅱ 売上原価 ※1,3 27,270 90.2  28,245 89.3

売上総利益  2,959 9.8  3,378 10.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2,3 2,401 8.0  2,539 8.0

営業利益  557 1.8  838 2.7

Ⅳ 営業外収益   

１ 受取利息  3 9 

２ 受取配当金  0 0 

３ 持分法による投資利益  1 7 

４ 賃貸料  23 27 

５ 受託開発収入  36 ― 

６ その他の営業外収益  66 130 0.4 53 98 0.3

Ⅴ 営業外費用   

１ 支払利息  375 358 

２ 有価証券売却損  ― 2 

３ 為替差損  89 109 

４ その他の営業外費用  62 527 1.7 73 544 1.8

経常利益  161 0.5  392 1.2

Ⅵ 特別利益   

１ 固定資産売却益 ※４ 1 1 0.0 1 1 0.0

Ⅶ 特別損失   

１ 固定資産売却損 ※５ ― 17 

２ 固定資産廃棄損 ※６ 14 42 

３ 役員退職金  52 31 

４ 投資有価証券評価損  13 ― 

５ 厚生年金基金代行部分 
  返上損 

 ― 849 

６ その他の特別損失  2 83 0.3 ― 940 3.0

税金等調整前当期純利益 
又は当期純損失（△） 

 79 0.2  △547 △1.8

法人税、住民税 
及び事業税 

 274 410 

法人税等調整額  △298 △24 △0.1 △588 △177 △0.6

少数株主利益(控除)  ― ―  0 0.0

当期純利益 
又は当期純損失（△） 

 103 0.3  △371 △1.2
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③ 【連結剰余金計算書】 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)   

Ⅰ 資本剰余金期首残高   803

  資本準備金期首残高  803  

Ⅱ 資本剰余金期末残高  803  803

   

(利益剰余金の部)   

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △665

  欠損金期首残高  △768  

Ⅱ 利益剰余金増加高   

 １ 連結子会社増加に伴う 
   利益剰余金増加高 

 ― 21 

 ２ 土地再評価差額金取崩額  ― 8 

 ３ 当期純利益  103 103 ― 29

Ⅲ 利益剰余金減少高   

  当期純損失  ―  371

Ⅳ 利益剰余金期末残高  △665  △1,007
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 
又は当期純損失（△） 

 79 △547 

減価償却費  1,239 1,174 

退職給付引当金の増加額  543 1,097 

賞与引当金の増減額（減少：△）  △20 50 

貸倒引当金の減少額  △10 △1 

受取利息及び受取配当金  △4 △9 

支払利息  375 358 

為替差益（△）又は為替差損  △0 47 

持分法による投資利益  △1 △7 

有形固定資産売却益  △1 △1 

有形固定資産売却・廃棄損  14 60 

投資有価証券評価損  13 ― 

売上債権の増減額（増加：△）  1,575 △561 

たな卸資産の減少額  937 713 

仕入債務の増減額（減少：△）  △1,013 23 

その他  △470 24 

小計  3,257 2,419 

利息及び配当金の受取額  4 9 

利息の支払額  △375 △358 

法人税等の支払額  △7 △425 

営業活動によるキャッシュ・フロー  2,877 1,645 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有価証券の取得による支出  △27 △26 

有価証券の売却による収入  95 57 

投資有価証券の取得による支出  ― △4 

有形固定資産の取得による支出  △1,298 △829 

有形固定資産の売却による収入  6 28 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,223 △774 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金による収入  780 1,260 

短期借入金の返済による支出  △1,516 △760 

長期借入金による収入  2,190 2,200 

長期借入金の返済による支出  △2,818 △3,485 

自己株式の取得による支出  △4 △3 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,370 △788 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △14 △52 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  270 30 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  1,220 1,490 

Ⅶ 新規連結子会社の現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 ― 26 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高  1,490 1,547 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数     ２社 

ENSHU(USA)CORPORATION 

ENSHU GmbH 

(1) 連結子会社の数     ３社 

ENSHU(USA)CORPORATION 

ENSHU GmbH 

ENSHU(Thailand)Limited 

ENSHU(Thailand)Limitedについて

は重要性が増加したため、当連結会

計年度より連結の範囲に含めること

といたしました。 

 (2) 非連結子会社の数    ２社 

ENSHU(Thailand)Limited 

㈲エンシュウ厚生センター 

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社２社は、合計の総資

産、売上高、当期純損益(持分に見

合う額)及び利益剰余金(持分に見合

う額)等の観点からみていずれも小

規模会社であり、全体として連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしていな

いので、重要性が乏しいと判断し除

外いたしました。 

 

(2) 非連結子会社の数    １社 

㈲エンシュウ厚生センター 

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社は小規模会社であ

り、総資産、売上高、当期純損益

(持分に見合う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等はいずれも連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないので、重要性が乏しいと判断し

除外いたしました。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法適用の関連会社数 １社 

遠州建設㈱ 

(1) 持分法適用の関連会社数 １社 

遠州建設㈱ 

 

 (2) 非連結子会社２社はそれぞれ当期

純損益及び利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体としても

重要な影響を及ぼしておらないた

め、持分法を適用せず原価法により

評価しております。 

(2) 持分法を適用していない非連結子

会社及び関連会社の名称 

㈲エンシュウ厚生センター 

BANGKOK ENSHU MACHINERY 

          CO.,LTD. 

(持分法を適用しない理由) 

持分法非適用会社は、それぞれ当

期純損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体として

も重要な影響を及ぼしておらないた

め、持分法を適用せず原価法により

評価しております。 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社２社の事業年度末日は12

月31日であります。連結財務諸表の作

成にあたっては、同日現在の財務諸表

を使用し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については連結上必要な調

整を行なっております。 

連結子会社３社の事業年度末日は12

月31日であります。連結財務諸表の作

成にあたっては、同日現在の財務諸表

を使用し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については連結上必要な調

整を行なっております。 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事

項 

  

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は、

全部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法

により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

時価のないもの 

同左 

 ロ デリバティブ 

時価法 

ロ デリバティブ 

同左 

 ハ たな卸資産 

工作機械製品及び仕掛品は個別法

による原価法、その他のたな卸資産

は主として総平均法による原価法に

よっております。 

ハ たな卸資産 

同左 

 

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(有形固定資産) 

主として、定率法によっておりま

す。 

ただし、当社においては平成10年４

月１日以降取得した建物(建物附属設

備を除く。)については、定額法を採

用しております。 

また、当社においては平成10年４月

１日以降取得した取得価額10万円以上

20万円未満の資産については、３年間

で均等償却する方法を採用しておりま

す。 

(有形固定資産) 

同左 

 

 (3) 重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込み額を計上しておりま

す。 

イ 貸倒引当金 

同左 

 

 ロ 賞与引当金 

当社においては、従業員賞与の支

払に充てるため、会社基準(支払予

定額)による要支給額を引当ててお

ります。 

ロ 賞与引当金 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 ハ 退職給付引当金 

当社においては従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。

なお、会計基準変更時差異に係る

金額については15年による按分額を

費用処理しております。 

また、過去勤務債務については15

年による定額法により処理し、数理

計算上の差異については15年による

定額法によりそれぞれ発生の翌連結

会計年度より費用処理することとし

ております。 

ハ 退職給付引当金 

当社においては従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。

なお、会計基準変更時差異に係る

金額については15年による按分額を

費用処理しております。 

また、過去勤務債務については15

年による定額法により処理し、数理

計算上の差異については15年による

定額法によりそれぞれ発生の翌連結

会計年度より費用処理することとし

ております。 

（追加情報） 

当社を母体とするエンシュウ厚生

年金基金は、確定給付企業年金法の

施行に伴い、厚生年金基金の代行部

分について、平成15年６月20日付け

で厚生労働大臣より将来分支給義務

免除の認可を受けました。 

当社は「退職給付会計に関する実

務指針（中間報告）」（日本公認会

計士協会会計制度委員会報告第13

号）第47－２項に定める経過措置を

適用し、当該将来分返上認可の日に

おいて代行部分に係る退職給付債務

と返還相当額の年金資産の消滅を認

識しました。 

本処理に伴う当連結会計年度に与

える影響額は特別損失として849百

万円計上されており、当連結会計年

度末日現在において測定された返還

相当額（最低責任準備金）は、

5,604百万円であります。 

 (4) 重要なリース取引の処

理方法 

当社においては、リース物件の所有

権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。

同左 

 

 (5) 重要なヘッジ会計の方

法 

イ ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ及び金利スワップの特

例処理 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ 

ヘッジ対象 

長期借入金 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

 ハ ヘッジ方針 

当社の長期運転資金の金利を固定

化するためのものであります。 

ハ ヘッジ方針 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 ニ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始から有効性判定時点ま

での期間におけるヘッジ対象及びヘ

ッジ手段の相場変動またはキャッシ

ュ・フロー変動の累計額等を基礎と

して判断しております。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 

 (6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

イ 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

 ロ 自己株式及び法定準備金の取崩等

 に関する会計基準 

当連結会計年度より「企業会計基

準第１号 自己株式及び法定準備金

の取崩等に関する会計基準」（平成

14年２月21日 企業会計基準委員

会）を適用しております。 

この変更に伴う損益に与える影響

はありません。 

なお、連結財務諸表規則の改正に

より、当連結会計年度における連結

貸借対照表の資本の部及び連結剰余

金計算書については、改正後の連結

財務諸表規則により作成しておりま

す。 

 

 ハ １株当たり当期純利益に関する会

 計基準等 

当連結会計年度より「１株当たり

当期純利益に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成14年９月25

日 企業会計基準第２号）及び「１

株当たり当期純利益に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成14年９月25日 企業会計基

準適用指針第４号）を適用しており

ます。 

なお、同会計基準及び適用指針の

適用に伴う影響については、（１株

当たり情報）注記事項に記載のとお

りであります。 

 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。 

同左 

 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定は、原則として５年間

で均等償却しております。 

同左 

 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成しており

ます。 

同左 

 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 手許現金及び随時引出し可能または

取得日から３ヶ月以内に満期日の到来

する預金よりなっております。 

同左 
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注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

 

前連結会計年度 
(平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成16年３月31日) 

※１ 有形固定資産償却累計額は21,923百万円でありま
す。 

  

※１ 有形固定資産償却累計額は22,379百万円でありま
す。 

  
※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

投資有価証券 60百万円

投資その他の資産その他  

(出資金) 1 
  

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の
とおりであります。 

投資有価証券 50百万円

投資その他の資産その他  

(出資金) 1 
  

※３ 担保に供している資産 

預金 590百万円

建物 1,218 

構築物 45 

機械装置 1,695 

土地 5,565 

計 9,113 

上記物件のうち、建物、構築物、機械装置及び土
地について工場財団を設定し、短期借入金8,566百
万円、長期借入金8,267百万円の担保に供しており
ます。 

  

※３ 担保に供している資産 

預金 590百万円

建物 1,293 

構築物 49 

機械装置 3,128 

土地 5,653 

計 10,715 

上記物件のうち、建物、構築物、機械装置及び土
地について工場財団を設定し、短期借入金10,333 
百万円、長期借入金5,719百万円の担保に供してお
ります。 

  
 ４ 保証債務 

関係会社の借入金に対する保証を次のとおり行っ
ております。 

遠州建設㈱ 192百万円
  

 ４ 保証債務 
関係会社の借入金に対する保証を次のとおり行っ

ております。 

遠州建設㈱ 174百万円
  

 ５ 受取手形割引高は340百万円であります。 
  

 ５ 受取手形割引高は300百万円であります。 
  

※６ 自己株式の保有数 
連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、以下のとおりであります。 

普通株式 63,325株

なお、当社の発行済株式総数は、普通株式
47,817,000株であります。 

  

※６ 自己株式の保有数 
連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、以下のとおりであります。 

普通株式 80,271株

なお、当社の発行済株式総数は、普通株式
47,817,000株であります。 

  
※７ 土地の再評価に関する事項 

土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律
(平成13年３月31日公布法律第19号)に基づき、事業
用の土地の再評価を行ない、当該再評価差額に係る
税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として
負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再
評価差額金」として資本の部に計上しております。

再評価の方法 
土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める固
定資産税評価額を基準とする方法、及び同条第４
号に定める地価税法に規定する地価税の課税価格
の計算の基礎となる土地の価格(路線価)を基準と
して時価を算出しております。 
再評価を行った年月日    平成13年３月31日
再評価を行った土地の期末にお
ける時価と再評価後の帳簿価額
との差額 

△989百万円

  

※７ 土地の再評価に関する事項 
土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律

(平成13年３月31日公布法律第19号)に基づき、事業
用の土地の再評価を行ない、当該再評価差額に係る
税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として
負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再
評価差額金」として資本の部に計上しております。

再評価の方法 
同左 
 
 
 
 
 

再評価を行った年月日        同左 
再評価を行った土地の期末にお
ける時価と再評価後の帳簿価額
との差額 

△1,527百万円

  
 ８      ────────── 

 

 ８ 当社は、浜松市所在の旧工場跡地を、財団法人民
間都市開発推進機構に、平成10年２月総額1,640百
万円にて譲渡しており、当該土地は商業施設として
開発済みであります。なお、当社と同機構との間に
は、売買契約日より10年以内に同機構より買い取り
の請求があった場合には、当社が当該土地を譲り受
ける旨の協定書を締結しております。 
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(連結損益計算書関係) 
 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

※１ 売上原価には、たな卸資産の低価法による評価減

37百万円(296千米ドル)が含まれております。 
  

※１ 売上原価には、たな卸資産の低価法による評価減

27百万円(203千米ドル及び29千ユーロ)が含まれて

おります。 
  

※２ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

運賃荷造費 163百万円

旅費及び交通費 137 

給料及び賞与 720 

賞与引当金繰入額 57 

退職給付引当金繰入額 155 

減価償却費 98 
  

※２ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

運賃荷造費 231百万円

旅費及び交通費 148 

給料及び賞与 760 

賞与引当金繰入額 77 

退職給付引当金繰入額 116 

減価償却費 95 
  

※３ 当期製造費用に含まれる研究開発費 

 289百万円
  

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

 204百万円
  

※４ 固定資産売却益の主なものは、機械装置によるも

のであります。 
 

※４ 固定資産売却益は、車両運搬具及び工具器具備品

によるものであります。 

※５      ────────── 

 
※５ 固定資産売却損の明細 

機械装置 13百万円

土地 3 

計 17 
 

※６ 固定資産廃棄損の明細 

機械装置 8百万円

工具器具備品 4 

その他 1 

計 14 
 

※６ 固定資産廃棄損の明細 

機械装置及び運搬具 32百万円

建物及び構築物 8 

その他 1 

計 42 
 

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

(平成15年３月31日)

現金及び預金勘定 2,140百万円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金 

△650 

現金及び現金同等物 1,490 
  

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

(平成16年３月31日)

現金及び預金勘定 2,197百万円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金 

△650 

現金及び現金同等物 1,547 
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(リース取引関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

取得価額相当額 

機械装置 455百万円

工具器具備品 347 

その他 17 

計 819 
 

取得価額相当額 

機械装置 455百万円

工具器具備品 259 

その他 7 

計 722 
 

減価償却累計額相当額 

機械装置 224百万円

工具器具備品 216 

その他 15 

計 456 
 

減価償却累計額相当額 

機械装置 289百万円

工具器具備品 123 

その他 4 

計 417 
 

期末残高相当額 

機械装置 231百万円

工具器具備品 130 

その他 1 

計 363 
 

期末残高相当額 

機械装置 165百万円

工具器具備品 135 

その他 2 

計 304 
 

 なお、上記取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、連結財務諸表規則第15条の３において準用する、財

務諸表等規則第８条の６第２項の規定に基づき、支払利

子込み法により算定しております。 

 

同左 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 119百万円

１年超 244 

計 363 
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 112百万円

１年超 191 

計 304 
 

 なお、上記未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、連結財務諸表規則第15条の３において

準用する、財務諸表等規則第８条の６第２項の規定に基

づき、支払利子込み法により算定しております。 

 

同左 

 

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 152百万円

減価償却費相当額 152 
  

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 124百万円

減価償却費相当額 124 
  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 14百万円

１年超 1 

計 16 
  

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 14百万円

１年超 45 

計 59 
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(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成15年３月31日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 

区分 取得原価(百万円) 
連結決算日における 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 
差額(百万円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

 

 株式 7 8 0

小計 7 8 0

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

 

 株式 24 15 △9

 債券 20 17 △2

 その他 20 17 △3

小計 66 50 △15

合計 73 58 △15

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券について13百万円（時価のある株式２百万円、証券投資信託受

益証券11百万円）減損処理を行っております。なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原

価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、その回復可

能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行うこととしております。 

 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

該当事項ありません。 

 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 
 

区分 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 130

ＭＭＦ 89

合計 219

 

４ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 
 

区分 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内 
(百万円) 

５年超10年以内 
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

１ 債券  

社債 17 ― ― ―

２ その他  

投資信託 ― 3 2 ―

合計 17 3 2 ―
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当連結会計年度(平成16年３月31日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 

区分 取得原価(百万円) 
連結決算日における 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 
差額(百万円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

 

 株式 12 21 8

 その他 10 16 5

小計 22 37 14

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

 

 株式 20 16 △3

 その他 10 9 △1

小計 30 26 △4

合計 53 63 10

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理は行っ

ておりません。 

 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

18 ― 2

 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 
 

区分 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 127

ＭＭＦ 76

合計 204

 

４ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 
 

区分 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内 
(百万円) 

５年超10年以内 
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

その他  

投資信託 ― 6 1 ―

合計 ― 6 1 ―
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(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

(1) 取引の内容及び利用目的等 

当社は、通常の営業過程における輸出取引の為替相

場の変動によるリスクを軽減するため、先物為替予約

取引を行っております。 

また、当社は長期運転資金の金利を固定化させるた

め、金利スワップ取引を行っております。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

(1) 取引の内容及び利用目的等 

同左 

 

ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段   金利スワップ 

ヘッジ対象   長期借入金 

 

ヘッジ方針 

当社の長期運転資金の金利を固定化するため

のものであります。 

 

ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始から有効性判定時点までの期間に

おけるヘッジ対象及びヘッジ手段の相場変動ま

たはキャッシュ・フロー変動の累計額等を基礎

として判断しております。 

 

 

(2) 取引に対する取組方針 

通貨関連におけるデリバティブ取引については、主

としてドル建ての売上債権をヘッジするためのもので

あるため、外貨建債権の範囲内で行うこととし、ま

た、金利関連におけるデリバティブ取引については、

変動金利を固定金利に変換する目的のものであり、投

機目的のデリバティブ取引は行わない方針でありま

す。 

 

(2) 取引に対する取組方針 

同左 

 

(3) 取引に係るリスクの内容 

通貨関連のうち輸出取引における先物為替予約取引

は、確定した外貨建債権に対して行うもので、外貨建

金銭債権債務の換算を通じて連結財務諸表に計上して

あり、相場の変動によるリスクは有しておりません。

通貨関連及び金利関連とも当社のデリバティブ取引

の契約先は、いずれも信用度の高い国内の銀行である

ため、相手先の契約不履行によるいわゆる信用リスク

は、ほとんどないと判断しております。 

 

(3) 取引に係るリスクの内容 

同左 

 

(4) 取引に係るリスク管理体制 

通貨関連、金利関連のデリバティブ取引の実行及び

管理は、経理グループにて行っております。取引の実

行においては、通貨関連取引については外貨建債権の

範囲内で行い、また、金利スワップ取引については支

払金利を固定化する場合のみとする方針でリスク管理

を行っております。さらに、財務担当役員は、月ごと

の定例取締役会にデリバティブ取引をも含んだ財務報

告をすることとなっております。 

(4) 取引に係るリスク管理体制 

同左 
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２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成15年３月31日現在) 

ヘッジ会計の適用により、該当事項はありません。 

 

当連結会計年度(平成16年３月31日現在) 

ヘッジ会計の適用により、該当事項はありません。 
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(退職給付関係) 

前連結会計年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を

設けております。 

 

２ 退職給付債務及びその内訳 

 

 
前連結会計年度 

(平成15年３月31日) 

(1) 退職給付債務 △17,269百万円 

(2) 年金資産(時価) 7,144 

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2) △10,124 

(4) 未認識過去勤務債務 △1,553 

(5) 未認識数理計算上の差異 6,871 

(6) 会計基準変更時差異の未処理額 3,695 

(7) 連結貸借対照表計上額純額(3)＋(4)＋(5)＋(6) △1,112 

(8) 前払年金費用 ― 

(9) 退職給付引当金(7)―(8) △1,112 

  

(注) 厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。 

 

３ 退職給付費用の内訳 

 

 
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

(1) 勤務費用 345百万円 

(2) 利息費用 475 

(3) 期待運用収益 △329 

(4) 過去勤務債務の処理額 △119 

(5) 数理計算上の差異の費用処理額 323 

(6) 会計基準変更時差異の費用処理額 307 

(7) 退職給付費用 1,003 

  

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 

 
前連結会計年度 

(平成15年３月31日) 

(1) 割引率 2.5％ 

(2) 期待運用収益率 4.0％ 

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

(4) 過去勤務債務の処理年数 15年 

(5) 数理計算上の差異の処理年数 15年 

(6) 会計基準変更時差異の処理年数 15年 
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当連結会計年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を

設けております。 

なお、当社を母体とするエンシュウ厚生年金基金は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生

年金基金の代行部分について、平成15年６月20日付けで厚生労働大臣より将来分支給義務免除の

認可を受けました。 

 

２ 退職給付債務及びその内訳 

 

 
当連結会計年度 

(平成16年３月31日) 

(1) 退職給付債務 △6,819百万円 

(2) 年金資産(時価) 2,188 

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2) △4,630 

(4) 未認識過去勤務債務 △1,434 

(5) 未認識数理計算上の差異 1,628 

(6) 会計基準変更時差異の未処理額 2,227 

(7) 連結貸借対照表計上額純額(3)＋(4)＋(5)＋(6) △2,209 

(8) 前払年金費用 ― 

(9) 退職給付引当金(7)―(8) △2,209 

  

(注) 当社は、厚生年金基金の代行部分返上に関し、「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公

認会計士協会会計制度委員会報告第13号）第47－２項に定める経過措置を適用し、厚生労働大臣より将来

分支給義務免除の認可を受けた日において代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年金資産を消滅し

たものとみなして会計処理しております。なお、当連結会計年度末日現在において測定された返還相当額

（最低責任準備金）は、5,604百万円であります。 

 

３ 退職給付費用の内訳 

 

 
当連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

(1) 勤務費用 249百万円 

(2) 利息費用 206 

(3) 期待運用収益 △101 

(4) 過去勤務債務の処理額 △119 

(5) 数理計算上の差異の費用処理額 197 

(6) 会計基準変更時差異の費用処理額 220 

(7) 退職給付費用 652 

(8) 厚生年金基金の代行部分返上に伴う損失 849 

(9) 計 1,502 
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４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 

 
当連結会計年度 

(平成16年３月31日) 

(1) 割引率 2.3％ 

(2) 期待運用収益率 4.0％ 

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

(4) 過去勤務債務の処理年数 15年 

(5) 数理計算上の差異の処理年数 15年 

(6) 会計基準変更時差異の処理年数 15年 
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(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

 
前連結会計年度 

(平成15年３月31日) 
 

当連結会計年度 
(平成16年３月31日) 

(繰延税金資産) 

繰越欠損金 30百万円 60百万円

退職給付引当金 415 862 

賞与引当金 130 170 

未実現利益 127 123 

たな卸資産 77 99 

有価証券 53 53 

未払事業税 24 34 

売上原価認識差異 14 22 

その他有価証券評価差額金 23 15 

その他 43 77 

繰延税金資産小計 941 1,520 

評価性引当金 △360 △364 

繰延税金資産合計 581 1,155 

(繰延税金負債)   

貸倒引当金調整 △1 △0 

繰延税金負債合計 △1 △0 

繰延税金資産の純額 580 1,154 
   

(注) 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

 
前連結会計年度 

(平成15年３月31日) 
 

当連結会計年度 
(平成16年３月31日) 

流動資産－繰延税金資産 256 394 

固定資産－繰延税金資産 323 760 
   

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
 

 
前連結会計年度 

(平成15年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成16年３月31日) 

法定実効税率 41.1％ 41.1％ 

(調整)   

交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

6.9 △1.1 

住民税均等割等 10.0 △1.4 

評価性引当額の変動 △144.8 4.1 

海外子会社との税率の差異 41.3 △4.4 

税率変更による期末繰延税金資産
の減額修正 

15.7 △7.0 

持分法による投資利益 △0.6 0.6 

その他 △0.1 0.5 

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

△30.5 32.4 
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３ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

前連結会計年度(平成15年３月31日) 

地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公布されたこ

とに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成16年４月１日

以降解消が見込まれるものに限る）に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の41.1%から

39.7%に変更されました。その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）

が13百万円減少し、当連結会計年度に計上された法人税等調整額が12百万円、その他有価証券評

価差額金が０百万円、それぞれ増加しております。 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日) 

 

 
工作機械 
関連事業 
(百万円) 

輸送機器他 
関連事業 
(百万円) 

計(百万円) 
消去又は 

全社(百万円) 
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

12,791 17,439 30,230 ― 30,230

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

307 ― 307 (307) ―

計 13,098 17,439 30,537 (307) 30,230

営業費用 13,027 16,917 29,945 (272) 29,672

営業利益 71 521 592 (35) 557

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

 

資産 20,542 11,043 31,585 2,627 34,213

減価償却費 338 912 1,250 (11) 1,239

資本的支出 102 814 916 (99) 817

(注) １ 事業区分は、製品の種類・性質によっております。 

２ 各区分の主な製品 

(1) 工作機械関連事業………フレキシブルトランスファーマシン＆ライン、各種専用機、マシニングセン

タ、NCフライス盤 

(2) 輸送機器他関連事業……二輪車用エンジン、雪上車、ゴルフカー及びバギー車の部品加工、船舶用エ

ンジンの加工組立、自動車用部品の加工 

３ 営業費用はすべて各セグメントに賦課しており、配賦不能営業費用はありません。 

４ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,793百万円であります。その主なものは当

社での長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 
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当連結会計年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 

 

 
工作機械 
関連事業 
(百万円) 

輸送機器他 
関連事業 
(百万円) 

計(百万円) 
消去又は 

全社(百万円) 
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

14,781 16,841 31,623 ― 31,623

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

251 ― 251 (251) ―

計 15,033 16,841 31,875 (251) 31,623

営業費用 14,839 16,182 31,021 (236) 30,785

営業利益 194 659 853 (15) 838

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

 

資産 20,134 11,022 31,157 3,304 34,462

減価償却費 313 885 1,198 (24) 1,174

資本的支出 414 590 1,005 ― 1,005

(注) １ 事業区分は、製品の種類・性質によっております。 

２ 各区分の主な製品 

(1) 工作機械関連事業………フレキシブルトランスファーマシン＆ライン、各種専用機、マシニングセン

タ、NCフライス盤 

(2) 輸送機器他関連事業……二輪車用エンジン、雪上車、ゴルフカー及びバギー車の部品加工、船舶用エ

ンジンの加工組立、自動車用部品の加工 

３ 営業費用はすべて各セグメントに賦課しており、配賦不能営業費用はありません。 

４ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は3,442百万円であります。その主なものは当

社での長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 
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【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日) 

 

 日本(百万円)
日本以外の 
地域(百万円)

計(百万円) 
消去又は 

全社(百万円) 
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

27,488 2,741 30,230 ― 30,230

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

1,599 175 1,774 (1,774) ―

計 29,088 2,916 32,005 (1,774) 30,230

営業費用 28,588 2,992 31,580 (1,907) 29,672

営業利益又は 
営業損失（△） 

499 △75 424 132 557

Ⅱ 資産 30,836 3,876 34,712 (498) 34,213

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する国又は地域 

アメリカ、ドイツ 

３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,793百万円であり、その主なものは当社で

の長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

 

当連結会計年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 

 

 日本(百万円)
日本以外の 
地域(百万円)

計(百万円) 
消去又は 

全社(百万円) 
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

29,821 1,802 31,623 ― 31,623

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

1,403 434 1,837 (1,837) ―

計 31,224 2,236 33,461 (1,837) 31,623

営業費用 30,345 2,281 32,626 (1,841) 30,785

営業利益又は 
営業損失（△） 

879 △44 834 3 838

Ⅱ 資産 30,440 3,121 33,562 899 34,462

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する国又は地域 

アメリカ、ドイツ、タイ 

３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は3,442百万円であり、その主なものは当社で

の長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 
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【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日) 

 

 北米(百万円) アジア(百万円) 
その他の地域 
(百万円) 

計(百万円) 

Ⅰ 海外売上高 2,807 1,581 2,323 6,712

Ⅱ 連結売上高  30,230

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

9.3 5.2 7.7 22.2

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………………アメリカ 

(2) アジア……………タイ、中国 

(3) その他の地域……オーストラリア、イタリア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦地域以外の国又は地域における売上高であります。 

 

当連結会計年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 

 

 北米(百万円) アジア(百万円) 
その他の地域 
(百万円) 

計(百万円) 

Ⅰ 海外売上高 2,445 3,740 931 7,117

Ⅱ 連結売上高  31,623

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

7.8 11.8 2.9 22.5

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………………アメリカ 

(2) アジア……………韓国、インドネシア、中国 

(3) その他の地域……イタリア、ドイツ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦地域以外の国又は地域における売上高であります。 
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【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日) 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

 

関係内容 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等の
被所有割合

(％) 役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

受託加工 13,439 売掛金 2,255
主要株主
(会社等) 

ヤマハ 
発動機㈱ 

静岡県 
磐田市 

23,251 
二輪車 
製造 

直接 10.42 ― 

二輪車用
エンジン
部品等の
受託加工

原材料の 
仕入 

7,911 買掛金 1,317

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

(注) １ 受託加工及び原材料の仕入については、市場価格、総原価を勘案して価格交渉のうえ、一般的取引条件

と同様に決定しております。 

２ 上記取引金額には消費税等は含んでおりません。 

 

(2) 兄弟会社等 

 

関係内容 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等の
被所有割合

(％) 役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

受託加工 3,192 売掛金 748

主要株主
(会社等) 
が議決権
の過半数
を所有し
ている会
社等 

ヤマハ 
マリン㈱ 

静岡県 
浜松市 

664 
船舶機 
製造 

0 ― 

船舶用エ
ンジンの
受託加工
及び組立 原材料の 

仕入 
2,284 買掛金 495

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

(注) １ 三信工業㈱は平成15年２月にヤマハマリン㈱と社名を変更しております。 

２ 受託加工及び原材料の仕入については、市場価格、総原価を勘案して価格交渉のうえ、一般的取引条件

と同様に決定しております。 

３ 上記取引金額には消費税等は含んでおりません。 
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当連結会計年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

 

関係内容 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等の
被所有割合

(％) 役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

受託加工 12,112 売掛金 2,758
主要株主
(会社等) 

ヤマハ 
発動機㈱ 

静岡県 
磐田市 

43,439 
二輪車 
製造 

直接 10.41 ― 

二輪車用
エンジン
部品等の
受託加工

原材料の 
仕入 

7,140 買掛金 1,695

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

(注) １ 受託加工及び原材料の仕入については、市場価格、総原価を勘案して価格交渉のうえ、一般的取引条件

と同様に決定しております。 

２ 上記取引金額には消費税等は含んでおりません。 

 

(2) 兄弟会社等 

 

関係内容 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等の
被所有割合

(％) 役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

受託加工 3,416 売掛金 881

主要株主
(会社等) 
が議決権
の過半数
を所有し
ている会
社等 

ヤマハ 
マリン㈱ 

静岡県 
浜松市 

664 
船舶機 
製造 

0 ― 

船舶用エ
ンジンの
受託加工
及び組立 原材料の 

仕入 
2,402 買掛金 580

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

(注) １ 受託加工及び原材料の仕入については、市場価格、総原価を勘案して価格交渉のうえ、一般的取引条件

と同様に決定しております。 

２ 上記取引金額には消費税等は含んでおりません。 
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(１株当たり情報) 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１株当たり純資産額 120円18銭
 

１株当たり純資産額 112円81銭
 

１株当たり当期純利益 2円16銭
 

１株当たり当期純損失 7円77銭
 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

 

当連結会計年度より「１株当たり当期純利益に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 

企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成

14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用し

ております。 

なお、当連結会計年度において、従来と同様の方法に

よった場合の（１株当たり情報）については、以下のと

おりであります。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、当期純損失であり、また、潜在株式がないため

記載しておりません。 

 

１株当たり純資産額 120円18銭
 

 

１株当たり当期純利益 2円16銭
 

 

 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 
 

１株当たり当期純損失の算定上の基礎 
 

 連結損益計算書上の当期純利益 103百万円
 

 連結損益計算書上の当期純損失 371百万円
 

 普通株式に係る当期純利益 103百万円
 

 普通株式に係る当期純損失 371百万円
 

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 
 

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 
 

  該当事項ありません。 
 

  該当事項ありません。 
 

 普通株式の期中平均株式数 47,783,638株
 

 普通株式の期中平均株式数 47,745,850株
 

 

 

 

 

(重要な後発事象) 

前連結会計年度(自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日) 

当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成15年６月

20日に厚生労働大臣より将来分支給義務免除の認可を受けました。 

なお、当社は「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会・会計制

度委員会報告第13号）第47-2項に定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部分に係

る退職給付債務の消滅を認識する予定であります。 

これにより翌連結会計年度の損益には、特別損失が849百万円計上される見込みであります。 

 

当連結会計年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 

該当事項はありません。 
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⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

 

【借入金等明細表】 

 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

平均利率 
(％) 

返済期限 

短期借入金 5,589 5,972 1.447 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 3,425 4,692 1.657 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

8,280 5,727 1.753 
平成17年６月～ 
平成21年６月 

小計 17,296 16,393 ― ― 

内部取引の消去 △444 △327 ― ― 

合計 16,851 16,065 ― ― 

(注) １ 平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年以内における返済予定額は以下の

とおりであります。 

 

 
１年超２年以内 

(百万円) 
２年超３年以内 

(百万円) 
３年超４年以内 

(百万円) 
４年超５年以内 

(百万円) 

長期借入金 3,041 1,348 857 430

 

 

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 
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２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
 

  
前事業年度 

(平成15年３月31日) 
当事業年度 

(平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金 ※１ 1,934  2,002

２ 受取手形  956  792

３ 売掛金 ※２ 7,436  8,089

４ 有価証券  17  ―

５ 製品  515  374

６ 半製品  345  351

７ 原材料  555  574

８ 仕掛品  6,649  6,377

９ 貯蔵品  69  63

10 繰延税金資産  234  344

11 関係会社短期貸付金  444  327

12 その他  85  70

貸倒引当金  △7  △8

流動資産合計  19,238 57.3  19,360 57.3

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産 ※３  

(1) 建物  1,740  1,747

(2) 構築物  164  171

(3) 機械装置  4,320  4,255

(4) 車両運搬具  14  18

(5) 工具器具備品  323  344

(6) 土地 ※９ 5,933  5,919

(7) 建設仮勘定  612  376

有形固定資産合計  13,109 39.0  12,834 38.0

２ 無形固定資産   

(1) 電話加入権  9  9

(2) 施設利用権  23  22

無形固定資産合計  32 0.1  31 0.1

３ 投資その他の資産   

(1) 投資有価証券  171  189

(2) 関係会社株式  314  314

(3) 関係会社出資金  182  71

(4) 従業員長期貸付金  53  53

(5) 長期滞り債権  19  15

(6) 長期前払費用  4  50

(7) 繰延税金資産  323  760

(8) 積立保険  117  107

(9) その他  33  25

貸倒引当金  △21  △17

投資その他の資産合計  1,198 3.6  1,571 4.6

固定資産合計  14,340 42.7  14,437 42.7

資産合計  33,578 100.0  33,797 100.0
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前事業年度 

(平成15年３月31日) 
当事業年度 

(平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１ 支払手形  1,275  1,389

２ 買掛金  4,050  4,053

３ 短期借入金  8,570  10,337

４ 未払金  691  763

５ 未払法人税等  277  259

６ 未払消費税等  125  88

７ 前受金  7  7

８ 預り金  51  43

９ 賞与引当金  380  430

10 固定資産代支払手形  40  190

11 その他  ―  69

流動負債合計  15,469 46.1  17,631 52.2

Ⅱ 固定負債   

１ 長期借入金  8,280  5,727

２ 再評価に係る 
繰延税金負債 

※９ 2,146  2,141

３ 退職給付引当金  1,112  2,209

４ 預り保証金  384  367

５ その他  6  0

固定負債合計  11,930 35.5  10,446 30.9

負債合計  27,399 81.6  28,077 83.1

   

(資本の部)   

Ⅰ 資本金 ※４ 2,390 7.1  2,390 7.1

Ⅱ 資本剰余金   

資本準備金  803 803 

資本剰余金合計  803 2.4  803 2.4

Ⅲ 利益剰余金   

当期未処理損失  233 694 

利益剰余金合計  △233 △0.7  △694 △2.1

Ⅳ 土地再評価差額金 ※
９ 
10 

 3,260 9.7  3,252 9.6

Ⅴ その他有価証券評価差額金   △36 △0.1  △23 △0.1

Ⅵ 自己株式 ※５ △5 △0.0  △8 △0.0

資本合計  6,179 18.4  5,719 16.9

負債資本合計  33,578 100.0  33,797 100.0
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② 【損益計算書】 

 

  
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   

製品売上高  29,088 29,088 100.0 31,224 31,224 100.0

Ⅱ 売上原価   

１ 製品期首たな卸高  842 515 

２ 当期製品製造原価 ※２ 26,273 27,914 

合計  27,116 28,430 

３ 製品期末たな卸高  515 374 

４ 他勘定振替高 ※３ ― 26,600 91.5 23 28,032 89.8

売上総利益  2,487 8.5  3,191 10.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 2,007 6.9  2,254 7.2

営業利益  479 1.6  937 3.0

Ⅳ 営業外収益   

１ 受取利息  15 9 

２ 受取配当金  0 0 

３ 賃貸料  23 27 

４ 受託開発収入  36 ― 

５ その他の営業外収益  40 116 0.4 51 89 0.3

Ⅴ 営業外費用   

１ 支払利息  365 354 

２ 為替差損  62 173 

３ その他の営業外費用  56 484 1.6 74 601 1.9

経常利益  111 0.4  425 1.4

Ⅵ 特別利益   

１ 固定資産売却益 ※４ 1 1 0.0 1 1 0.0

Ⅶ 特別損失   

１ 固定資産売却損 ※５ ― 17 

２ 固定資産廃棄損 ※６ 14 42 

３ 役員退職金  52 31 

４ 投資有価証券評価損  13 ― 

５ 厚生年金基金代行部分 
  返上損 

 ― 849 

６ 子会社出資金評価損  ― 110 

７ その他の特別損失  2 83 0.3 ― 1,051 3.4

税引前当期純利益 
又は当期純損失（△） 

 29 0.1  △624 △2.0

法人税、住民税 
及び事業税 

 277 404 

法人税等調整額  △275 1 0.0 △560 △155 △0.5

当期純利益 
又は当期純損失（△） 

 28 0.1  △469 △1.5

前期繰越損失  261  233

土地再評価差額金取崩額  ―  8

当期未処理損失  233  694
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製造原価明細書 

 

  
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

Ⅰ 材料費  18,846 68.6  19,541 69.3

Ⅱ 労務費 ※１ 5,370 19.5  5,114 18.2

Ⅲ 経費   

１ 外注加工費  535 712 

２ 減価償却費  1,117 1,069 

３ その他の経費  1,627 3,279 11.9 1,744 3,527 12.5

当期総製造費用  27,497 100.0  28,182 100.0

期首仕掛品たな卸高 ※２ 6,738  6,994

合計  34,235  35,177

期末仕掛品たな卸高 ※２ 6,994  6,728

他勘定振替高 ※３ 966  534

当期製品製造原価  26,273  27,914

 

(脚注) 

 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

原価計算の方法 

工作機械は、個別原価計算により、エンジン、雪上

車、ゴルフカー、バギー車及び自動車部品は、総合原価

計算により製造原価を算出しております。 

原価計算の方法 

            同左 

 

※１ 労務費には賞与引当金繰入額322百万円、退職給

付引当金繰入額847百万円が含まれております。 

※１ 労務費には賞与引当金繰入額352百万円、退職給

付引当金繰入額536百万円が含まれております。 

※２ 期首及び期末仕掛品たな卸高には半製品が含まれ

ております。 

※２          同左 

 

※３ 他勘定振替高 

固定資産 768百万円

販売費及び一般管理費 170 

その他 27 

計 966 
 

※３ 他勘定振替高 

固定資産 188百万円

販売費及び一般管理費 232 

その他 113 

計 534 
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③ 【損失処理計算書】 

 

株主総会承認年月日  
前事業年度 

(平成15年６月27日) 
当事業年度 

(平成16年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処理損失  233  694

Ⅱ 次期繰越損失  233  694

   

 

 



ファイル名:120_0083700101606.doc 更新日時:2004/06/27 2:24 印刷日時:04/06/27 2:41 

― 59 ― 

重要な会計方針 

 

項目 
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 (2) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は、

全部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法

により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

時価のないもの 

同左 

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

時価法 同左 

 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

製品 

工作機械 個別法による原価法 

機器 総平均法による原価法
 

製品 

工作機械 同左 

機器 同左 
 

 半製品・原材
料及び貯蔵品

総平均法による原価法

仕掛品  

 工作機械 個別法による原価法 

 機器 総平均法による原価法
 

半製品・原材 
料及び貯蔵品 

同左 

仕掛品  

 工作機械 同左 

 機器 同左 
 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

 定率法(ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物(建物附属設備

を除く。)については定額法)によっ

ております。また、平成10年４月１

日以降取得した取得価額10万円以上

20万円未満の資産については、３年

間で均等償却する方法を採用してお

ります。 

(1) 有形固定資産 

同左 

 

 (2) 無形固定資産 

定額法によっております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

均等償却しております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込み額を計上しておりま

す。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 

 (2) 賞与引当金 

従業員賞与の支払に充てるため、

会社基準(支払予定額)による要支給

額を引当てております。 

(2) 賞与引当金 

同左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

なお、会計基準変更時差異に係る

金額については15年による按分額を

費用処理しております。 

また、過去勤務債務については15

年による定額法により処理し、数理

計算上の差異については15年による

定額法によりそれぞれ発生の翌事業

年度より費用処理することとしてお

ります。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

なお、会計基準変更時差異に係る

金額については15年による按分額を

費用処理しております。 

また、過去勤務債務については15

年による定額法により処理し、数理

計算上の差異については15年による

定額法によりそれぞれ発生の翌事業

年度より費用処理することとしてお

ります。 

（追加情報） 

当社を母体とするエンシュウ厚生

年金基金は、確定給付企業年金法の

施行に伴い、厚生年金基金の代行部

分について、平成15年６月20日付け

で厚生労働大臣より将来分支給義務

免除の認可を受けました。 

当社は「退職給付会計に関する実

務指針（中間報告）」（日本公認会

計士協会会計制度委員会報告第13

号）第47－２項に定める経過措置を

適用し、当該将来分返上認可の日に

おいて代行部分に係る退職給付債務

と返還相当額の年金資産の消滅を認

識しました。 

本処理に伴う当事業年度に与える

影響額は特別損失として849百万円

計上されており、当事業年度末日現

在において測定された返還相当額

（最低責任準備金）は、5,604百万

円であります。 

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっています。 

同左 

 

７ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ及び金利スワップの特

例処理 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ 

ヘッジ対象 

長期借入金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

 (3) ヘッジ方針 

長期運転資金の金利を固定化する

ためのものであります。 

(3) ヘッジ方針 

同左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始から有効性判定時点ま

での期間におけるヘッジ対象及びヘ

ッジ手段の相場変動またはキャッシ

ュ・フロー変動の累計額等を基礎と

して判断しております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の処理方法 

税抜方式によっております。 

消費税等の処理方法 

同左 

 (2) 自己株式及び法定準備金の取崩等

 に関する会計基準 

当事業年度より「企業会計基準第

１号 自己株式及び法定準備金の取

崩等に関する会計基準」（平成14年

２月21日 企業会計基準委員会）を

適用しております。 

この変更に伴う損益に与える影響

はありません。 

なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の資本の部については、改正後の財

務諸表等規則により作成しておりま

す。 

 

 (3) １株当たり当期純利益に関する会

 計基準等 

当事業年度より「１株当たり当期

純利益に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成14年９月25日

企業会計基準第２号）及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会

平成14年９月25日 企業会計基準適

用指針第４号）を適用しておりま

す。 

なお、同会計基準及び適用指針の

適用に伴う影響については、（１株

当たり情報）注記事項に記載のとお

りであります。 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

 

前事業年度 
(平成15年３月31日) 

当事業年度 
(平成16年３月31日) 

※１ 現金及び預金のうち590百万円は担保として差し

入れておりますが、これに対する借入金はありませ

ん。 

※１          同左 

 

※２ 関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは次の通りであります。

売掛金 2,187百万円
 

※２ 関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは次の通りであります。

売掛金 1,667百万円
 

※３ ① 有形固定資産の担保提供の状況 

建物 1,218百万円

構築物 45 

機械装置 1,695 

土地 5,565 

計 8,523 

は工場財団を設定し 

短期借入金 8,566百万円

長期借入金 8,267 

計 16,834 

の担保に供しております。 

※３ ① 有形固定資産の担保提供の状況 

建物 1,293百万円

構築物 49 

機械装置 3,128 

土地 5,653 

計 10,125 

は工場財団を設定し 

短期借入金 10,333百万円

長期借入金 5,719 

計 16,052 

の担保に供しております。 

② 減価償却累計額は直接控除しており、その金

額は21,862百万円であります。 

② 減価償却累計額は直接控除しており、その金

額は22,323百万円であります。 

※４ 会社が発行する株式 

普通株式 150,000,000株 

   発行済株式総数 

普通株式 47,817,000株 
 

※４ 会社が発行する株式 

普通株式      同左 

   発行済株式総数 

普通株式      同左 
 

※５ 自己株式の保有数 

普通株式 63,325株 
 

※５ 自己株式の保有数 

普通株式 80,271株 
 

 ６ 受取手形割引高 340百万円
 

 ６ 受取手形割引高 300百万円
 

 ７ 保証債務 

関係会社の借入金に対する保証を次の通り行なっ

ております。 

遠州建設㈱ 192百万円 
 

 ７ 保証債務 

関係会社の借入金に対する保証を次の通り行なっ

ております。 

遠州建設㈱ 174百万円 
 

 ８ 資本の欠損の額 239百万円
 

 ８ 資本の欠損の額 703百万円
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前事業年度 

(平成15年３月31日) 
当事業年度 

(平成16年３月31日) 

※９ 土地の再評価に関する事項 

土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律

(平成13年３月31日公布法律第19号)に基づき、事業

用の土地の再評価を行ない、当該再評価差額に係る

税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として

負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再

評価差額金」として資本の部に計上しております。

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める

固定資産税評価額を基準とする方法、及び同条

第４号に定める地価税法に規定する地価税の課

税価格の計算の基礎となる土地の価格(路線価)

を基準として時価を算出しております。 

再評価を行った年月日 平成13年３月31日

再評価を行った土地の期末
における時価と再評価後の
帳簿価額との差額 

△989百万円

 

※９ 土地の再評価に関する事項 

土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律

(平成13年３月31日公布法律第19号)に基づき、事業

用の土地の再評価を行ない、当該再評価差額に係る

税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として

負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再

評価差額金」として資本の部に計上しております。

再評価の方法 

同左 

 

 

 

 

 

再評価を行った年月日      同左 

再評価を行った土地の期末
における時価と再評価後の
帳簿価額との差額 

△1,527百万円

 
※10 配当制限 

貸借対照表の資本の部に計上されている土地再評

価差額金は、土地の再評価に関する法律の一部を改

正する法律(平成11年３月31日公布法律第24号)の規

定により、配当に充当することが制限されておりま

す。 

※10 配当制限 

            同左 

 

 11      ────────── 

 
 11 当社は、浜松市所在の旧工場跡地を、財団法人民

間都市開発推進機構に、平成10年２月総額1,640百

万円にて譲渡しており、当該土地は商業施設として

開発済みであります。なお、当社と同機構との間に

は、売買契約日より10年以内に同機構より買い取り

の請求があった場合には、当社が当該土地を譲り受

ける旨の協定書を締結しております。 
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(損益計算書関係) 

 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

※１ 販売費と一般管理費のおおよその割合は販売費

78％、一般管理費22％であります。 

販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

運賃荷造費 134百万円

旅費及び交通費 104 

役員報酬 78 

給料及び賞与 521 

賞与引当金繰入額 57 

福利厚生費 133 

退職給付引当金繰入額 155 

減価償却費 78 

賃借料 102 

販売手数料 85 

広告宣伝費 89 

クレーム費 133 
 

※１ 販売費と一般管理費のおおよその割合は販売費

72％、一般管理費28％であります。 

販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

運賃荷造費 213百万円

旅費及び交通費 110 

役員報酬 90 

給料及び賞与 582 

賞与引当金繰入額 77 

福利厚生費 155 

退職給付引当金繰入額 116 

減価償却費 77 

賃借料 90 

販売手数料 175 

広告宣伝費 30 

クレーム費 185 
 

※２ 当期製造費用に含まれる研究開発費 

 289百万円
 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

 204百万円
 

※３      ────────── 

 

※３ 他勘定振替高 

固定資産 23百万円
 

※４ 固定資産売却益の主なものは、機械装置によるも

のであります。 

※４ 固定資産売却益は、車両運搬具及び工具器具備品

によるものであります。 

※５      ────────── 

 

※５ 固定資産売却損の明細 

機械装置 13百万円

土地 3 

計 17 
 

※６ 固定資産廃棄損の明細 

機械装置 8百万円

工具器具備品 4 

その他 1 

計 14 
 

※６ 固定資産廃棄損の明細 

機械装置 20百万円

車両運搬具 11 

建物 7 

その他 1 

計 42 
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(リース取引関係) 

 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

取得価額相当額 

機械装置 455百万円

工具器具備品 347 

その他 17 

計 819 
 

取得価額相当額 

機械装置 455百万円

工具器具備品 259 

その他 7 

計 722 
 

減価償却累計額相当額 

機械装置 224百万円

工具器具備品 216 

その他 15 

計 456 
 

減価償却累計額相当額 

機械装置 289百万円

工具器具備品 123 

その他 4 

計 417 
 

期末残高相当額 

機械装置 231百万円

工具器具備品 130 

その他 1 

計 363 
 

期末残高相当額 

機械装置 165百万円

工具器具備品 135 

その他 2 

計 304 
 

 なお、上記取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、財務諸表等規則第８条の６第２項の規定に基づき、

支払利子込み法により算定しております。 

  

同左 

 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 119百万円

１年超 244 

計 363 
 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 112百万円

１年超 191 

計 304 
 

 なお、上記未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、財務諸表等規則第８条の６第２項の規

定に基づき、支払利子込み法により算定しております。

  

同左 

 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 152百万円

減価償却費相当額 152 
  

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 124百万円

減価償却費相当額 124 
  

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 



ファイル名:120_0083700101606.doc 更新日時:2004/06/27 2:24 印刷日時:04/06/27 2:41 

― 66 ― 

(有価証券関係) 

前事業年度(平成15年３月31日現在)及び当事業年度(平成16年３月31日現在)における子会社株式

及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

 
前事業年度 

(平成15年３月31日) 
当事業年度 

(平成16年３月31日) 

(繰延税金資産) 

退職給付引当金 415百万円 862百万円

賞与引当金 130 170 

たな卸資産 64 90 

有価証券 53 53 

子会社出資金 ― 43 

未払事業税 24 34 

売上原価認識差異 14 22 

その他有価証券評価差額金 23 15 

その他 28 65 

繰延税金資産小計 754 1,359 

評価性引当額 △196 △254 

繰延税金資産合計 558 1,104 

   

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

 
前事業年度 

(平成15年３月31日) 
当事業年度 

(平成16年３月31日) 

法定実効税率 41.1％ 41.1％ 

(調整)   

交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

18.3 △1.0 

住民税均等割等 26.5 △1.2 

評価性引当額の変動 △123.0 △8.7 

税率変更による期末繰延税金資産
の減額修正 

41.7 △6.1 

その他 0.5 0.8 

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

5.1 24.9 

   

 

３ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 
前事業年度(平成15年３月31日) 

地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公布されたこ
とに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成16年４月１日以降
解消が見込まれるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の41.1%から39.7%に変更
されました。その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が13百万円
減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額が12百万円、その他有価証券評価差額金が０百
万円、それぞれ増加しております。 
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(１株当たり情報) 

 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１株当たり純資産額 129円41銭
 

１株当たり純資産額 119円82銭
 

１株当たり当期純利益 0円59銭
 

１株当たり当期純損失 9円83銭
 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

 

当事業年度より「１株当たり当期純利益に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業

会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14年

９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用してお

ります。 

なお、当事業年度において、従来と同様の方法によっ

た場合の（１株当たり情報）については、以下のとおり

であります。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、当期純損失であり、また、潜在株式がないため

記載しておりません。 

 

１株当たり純資産額 129円41銭
 

 
 

１株当たり当期純利益 0円59銭
 

 
 

  

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 
 

１株当たり当期純損失の算定上の基礎 
 

 損益計算書上の当期純利益 28百万円
 

 損益計算書上の当期純損失 469百万円
 

 普通株式に係る当期純利益 28百万円
 

 普通株式に係る当期純損失 469百万円
 

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 
 

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 
 

  該当事項ありません。 
 

  該当事項ありません。 
 

 普通株式の期中平均株式数 47,783,638株
 

 普通株式の期中平均株式数 47,745,850株
 

 

 

 

 

(重要な後発事象) 

前事業年度(自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日) 

当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成15年６月

20日に厚生労働大臣より将来分支給義務免除の認可を受けました。 

なお、当社は「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会・会計制

度委員会報告第13号）第47-2項に定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部分に係

る退職給付債務の消滅を認識する予定であります。 

これにより翌事業年度の損益には、特別損失が849百万円計上される見込みであります。 

 

当事業年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 

該当事項はありません。 
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④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

 

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円) 

(投資有価証券)   

(その他有価証券)   

Sodick（Thailand）Co.,Ltd. 234,000 94 

遠州開発㈱ 1,800 12 

浜名湖観光開発㈱ 6 12 

モルガン・スタンレー・アジア－ 
パシフィック・ファンド

10,000 11 

ユアサ商事㈱ 55,000 9 

浜松ケーブルテレビ㈱ 100 5 

㈱クラレ 3,000 2 

日立電線㈱ 5,000 2 

新日本製鐵㈱ 10,000 2 

東レ㈱ 5,000 2 

その他（12銘柄） 74,584 9 

計 398,490 164 
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【その他】 

 

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(百万円) 

(投資有価証券)   

(その他有価証券)   

証券投資信託受益証券（６銘柄） 28,685,676 25 

計 28,685,676 25 
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【有形固定資産等明細表】 

 

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 

(百万円) 

有形固定資産   

 建物 5,774 151 57 5,868 4,121 137 1,747

 構築物 694 29 6 717 545 21 171

 機械装置 18,419 857 677 18,599 14,344 868 4,255

 車両運搬具 153 9 7 155 136 4 18

 工具器具備品 3,384 169 33 3,520 3,175 145 344

 土地 5,933 ― 13 5,919 ― ― 5,919

 建設仮勘定 612 697 933 376 ― ― 376

有形固定資産計 34,971 1,914 1,728 35,157 22,323 1,177 12,834

無形固定資産   

 電話加入権 9 ― ― 9 ― ― 9

 施設利用権 31 1 ― 33 10 2 22

無形固定資産計 40 1 ― 42 10 2 31

長期前払費用 13 48 ― 62 11 2 50

(注) 機械装置のうち、当期増加額の主なものは本社及び工場機器関連製造用設備624百万円、当期減少額の主な

ものは本社及び工場機器関連製造用設備360百万円であります。また、建設仮勘定増減額の主なものは、機

械装置の取得に伴うものであります。 
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【資本金等明細表】 

 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(百万円) 2,390 ― ― 2,390

普通株式 (株) (47,817,000) (―) (―) (47,817,000)

普通株式 (百万円) 2,390 ― ― 2,390

計 (株) (47,817,000) (―) (―) (47,817,000)

資本金のうち 
既発行株式 

計 (百万円) 2,390 ― ― 2,390

(資本準備金) 
株式払込剰余金 

(百万円) 803 ― ― 803資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 計 (百万円) 803 ― ― 803

(注) 当事業年度末における自己株式は80,271株であります。 

 

【引当金明細表】 

 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額 
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額 
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 28 1 ― 4 25

賞与引当金 380 430 380 ― 430

(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は債権の回収による戻入額であります。 
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(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

 

区分 金額(百万円) 

現金 15

預金の種類 

当座預金 300

普通預金 117

通知預金 520

外貨預金 398

定期預金 650

預金計 1,987

合計 2,002

 

② 受取手形 

相手先別内訳 

相手先 金額(百万円) 

三立興産㈱ 173

丸紅㈱ 128

住金物産㈱ 90

横浜ケイアンドワイ㈱ 80

アイシン機工㈱ 75

その他 244

合計 792
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期日別内訳 

期日 金額(百万円) 

平成16年４月 129

５月 144

６月 210

７月 192

８月 30

９月 84

合計 792

 

③ 売掛金 

相手先別内訳 

相手先 金額(百万円) 

ヤマハ発動機㈱ 2,758

ENSHU GmbH 962

ヤマハマリン㈱ 881

ENSHU(USA)CORPORATION 650

Huyndai Motor Company 481

その他 2,355

合計 8,089

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

前期繰越高 
(百万円) 

 
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 

 
(Ｂ) 

当期回収高 
(百万円) 

 
(Ｃ) 

次期繰越高 
(百万円) 

 
(Ｄ) 

回収率(％) 
 

Ｃ 
Ａ＋Ｂ 

×100 
 

滞留期間(月) 
 

Ａ＋Ｄ Ｂ
２ 

÷
12

 

7,436 35,491 34,838 8,089 81.2 2.6

(注) 上記の金額には消費税等が含まれております。 
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④ 製品 

 

品目 金額(百万円) 

工作機械 (注) 374

合計 374

(注) マシニングセンタ他 

 

⑤ 半製品 

 

品目 金額(百万円) 

工作機械部品 351

合計 351

 

⑥ 原材料 

 

品目 金額(百万円) 

鋼材 4

鋳物 1

買入部品 569

合計 574

 

⑦ 仕掛品 

 

品目 金額(百万円) 

工作機械 5,769

エンジン、雪上車及びゴルフカー、自動車部品 608

合計 6,377

 

⑧ 貯蔵品 

 

品目 金額(百万円) 

消耗工具類 61

その他の補助材料類 1

合計 63
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⑨ 支払手形 

相手先別内訳 

相手先 金額(百万円) 

ファナック㈱ 184

互大商工㈱ 91

ファナックマグトロニクス㈱ 76

㈱タナベ 67

㈱サカエ 53

その他 914

合計 1,389

 

期日別内訳 

期日 金額(百万円) 

平成16年４月 370

５月 363

６月 349

７月 306

合計 1,389

 

⑩ 買掛金 

 

相手先 金額(百万円) 

ヤマハ発動機㈱ 1,695

ヤマハマリン㈱ 580

浜松熱処理工業㈱ 183

㈱不二 110

ファナック㈱ 96

その他 1,385

合計 4,053
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⑪ 短期借入金 

 

相手先 金額(百万円) 

㈱みずほコーポレート銀行 4,441

㈱りそな銀行 3,804

みずほ信託銀行㈱ 1,695

㈱静岡銀行 391

静岡県 4

合計 10,337

 

⑫ 長期借入金 

 

相手先 金額(百万円) 

㈱みずほコーポレート銀行 2,602

㈱りそな銀行 2,334

みずほ信託銀行㈱ 692

㈱静岡銀行 90

静岡県 8

合計 5,727

 

⑬ 退職給付引当金 

 

区分 金額(百万円) 

退職給付債務 6,819

未認識過去勤務債務 1,434

未認識数理計算上の差異 △1,628

会計基準変更時差異の未処理額 △2,227

年金資産 △2,188

合計 2,209
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⑭ 再評価に係る繰延税金負債 

事業用土地の再評価差額に係る税金相当額であります。 

 

 

 

 

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

株主名簿閉鎖の期間 ４月１日から４月30日まで 

基準日 ３月31日 

株券の種類 １株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

  取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

  代理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 
みずほ信託銀行株式会社 

  取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 
みずほインベスターズ証券株式会社 本店および全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

株券喪失登録  

  株券喪失登録申請料 １件につき10,000円 

  株券登録料 １枚につき500円 

単元未満株式の買取り  

  取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

  代理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 
みずほ信託銀行株式会社 

  取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 
みずほインベスターズ証券株式会社 本店および全国各支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 東京都において発行する日本経済新聞（注） 

株主に対する特典 なし 

（注） 決算公告については、当社ホームページ上に貸借対照表及び損益計算書を掲載しております。 

    （ホームページアドレス http://www.enshu.co.jp/kessan/） 
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第７ 【提出会社の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

 

(1)  
 

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第135期) 

自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日

 
平成15年６月27日 
東海財務局長に提出。 

(2)  半期報告書 (第136期中) 
 

自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日

 
 
平成15年12月19日 
東海財務局長に提出。 

 
(3)  
 

 
臨時報告書 

 
企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第12号及び第19号（財政状
態及び経営成績に著しい影響を与える
事象の発生）の規定に基づくもの 

 

 
平成15年６月26日 
東海財務局長に提出。 

 
(4)  

 
臨時報告書 

 
企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第４号（主要株主の異動）
の規定に基づくもの 

 

 
平成15年９月18日 
東海財務局長に提出。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１５年６月２７日

エ ン シ ュ ウ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエンシ

ュウ株式会社の平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エン

シュウ株式会社及び連結子会社の平成１５年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  
追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分につい

て、平成１５年６月２０日に厚生労働大臣より将来分支給義務免除の認可を受けた。 

  
会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  
  代表社員

関与社員 
公認会計士 大 場 雅 彰 

      

  代表社員
関与社員 

公認会計士 長谷川 周 義 

      
  関与社員 公認会計士 安 藤 基 紀 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１６年６月２９日

エ ン シ ュ ウ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエンシ

ュウ株式会社の平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エン

シュウ株式会社及び連結子会社の平成１６年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  
会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  
  代表社員

関与社員 
公認会計士 大 場 雅 彰 

      

  代表社員
関与社員 

公認会計士 長谷川 周 義 

      
  関与社員 公認会計士 安 藤 基 紀 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１５年６月２７日

エ ン シ ュ ウ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエンシ

ュウ株式会社の平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までの第１３５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エンシュ

ウ株式会社の平成１５年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

  
追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分につい

て、平成１５年６月２０日に厚生労働大臣より将来分支給義務免除の認可を受けた。 

  
会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  
  代表社員

関与社員 
公認会計士 大 場 雅 彰 

      

  代表社員
関与社員 

公認会計士 長谷川 周 義 

      
  関与社員 公認会計士 安 藤 基 紀 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１６年６月２９日

エ ン シ ュ ウ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエンシ

ュウ株式会社の平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日までの第１３６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エンシュ

ウ株式会社の平成１６年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

  
会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  
  代表社員

関与社員 
公認会計士 大 場 雅 彰 

      

  代表社員
関与社員 

公認会計士 長谷川 周 義 

      
  関与社員 公認会計士 安 藤 基 紀 
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